
流域治水プロジェクト2.0
～気候変動下で水害と共生する社会をデザインする～

水害から命を守り、豊かな暮らしの実現に向けた流域治水国民運動

■現状・課題 ■流域治水プロジェクト更新の方向性

■流域治水２.０のフレームワーク ～気候変動下で水害と共生するための３つの強化～

“量”の強化

 2℃に抑えるシナリオでも2040年頃には降雨量が約1.1倍、
流量が1.2倍、洪水発生頻度が2倍になると試算。

  現行の治水対策が完了したとしても治水安全度は目減り
 グリーンインフラやカーボンニュートラルへの関心の高

まりに伴い治水機能以外の多面的な機能も考慮する必要
 インフラDX等の技術の進展

 気候変動を踏まえた治水計画に見直すとともに、流域対
策の目標を定め、あらゆる関係者による流域対策の充実

 対策の“量”、“質”、“手段”の強化により早期に
  防災・減災を実現

 気候変動を踏まえた河川及び流域での対策の方向性を
『流域治水プロジェクト2.0』として、全国１０９水系
で順次更新し、流域関係者で共有

“質”の強化 “手段”の強化

 気候変動を踏まえた治水計画への見直し
（２℃上昇下でも目標安全度維持）

 流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進

 あらゆる治水対策の総動員

 溢れることも考慮した減災対策の推進

 多面的機能を活用した治水対策の推進

 既存ストックの徹底活用

 民間資金等の活用

 インフラDX等の新技術の活用

気候変動
シナリオ

降雨量
（河川整備の基本とする洪水規模）

２℃上昇相当 約１．１倍

全国の平均的な
傾向【試算結果】

流量 洪水発生頻度

約１．２倍 約２倍

※流量変化倍率及び洪水発生頻度の変化倍率は一級水系の河川整備の基本と
する洪水規模（1/100～1/200）の降雨に降雨量変化倍率を乗じた場合と乗
じない場合で算定した、現在と将来の変化倍率の全国平均値

降雨量が約１．１倍となった場合

河川整備計画等についても、
気候変動を踏まえ安全度を維持するための
目標外力の引き上げが必要

２０４０～５０年頃には
どのシナリオでも
世界の年平均気温は
２℃程度上昇

は

R6.3更新（2.0策定）



川

川

木津川

宇 川

名張川

宇陀川

川

川

服部川

木津川

上川

川

川

野 川

野川

川

川

市 川

真野川

川
川

川

川

川

賀川

川

川

川

川

水 川

川

野 川

山 川
川

山 川

川

川

川
川

川

川

川

川

川

川

川

川

川

川

川

川

町 川

山田川

川

川

川

川

川

川

川

川 川

山賀川

川

野川

川

川
山川

川

部川

川
川

川

川

川

木川

川

川

野川

川

津川

野 川
良 川

川
川

山川
川

川

川

名川

川

野山川 川

川

野山川

川川

川 川

水川
川

川(上)

川

川

川

川

川

宮川

川

木津川

川

川

川

川

川
川

川

川

名木川

陀 川

木 川上流

猪名川

湖
（ 県域）

淀川
（ 都府域）

淀川
（大阪府域）

○淀川水系では、これまでの河川整備の進捗や 年洪水の発生 況、気候変動の 等をふまえ、令和 年 月に策定した淀川水系河川整備計画（変更）に基づき、国管理
河川のうち淀川本川においては計画規模洪水を安全に流下させる能力を 持しながら、 治川・ 川においては平成25年台風18号洪水、木 川・猪名川に いては戦後最
大規模の洪水の降雨量を1.1倍とした洪水を安全に流下させるための対策を進めてきたとこ 。

○気候変動の に伴う降雨量や洪水発生頻度の変化という新たな や、流域の土地利用の変 に伴う保水・ 水地域の減少等を踏まえ、将来にわたって安全な流域を
実現するため、特定都市河川浸水被害対策法（以下、「特定都市河川法」）の適用を検討し、更なる治水対策を推進する。

淀川水系流域治水プロジェクト 【位置図】
～流域人 1 100 人の「淀川市民」の命を守る治水対策の推進～

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・水害リスク空 域の解消
・ハザードマップの周知および住民の水害リスクに対する
理解促進の取組、水害リスク情報の空 域の解消、
内水ハザードマップの策定

・避難指示等の判断・伝達マニュアルの整備
・広域避難計画等の策定   ・マイ・タイムラインの作成
・要配慮者利用施設における避難計画等の策定及び
避難訓練の実施、避難支援対策の整備

・水位計・監視カメラの設置、監視体制の拡充
・VR・AR等を用いた情報発信
・「局地的豪雨探知システム」の利活用推進とゲリラ豪雨
対策 域アクションプランの策定に づく適 策

・住宅再建共済制度への加入促進
・MIZBEステーション（水防拠点）整備
・ドローンを活用した 視の効率化
・三次元管内図の活用による河川管理の効率化及び高度化
・ り強い河川堤防の整備
・ による 復 等
・BIM/CIMなどの適用による三次元モデルの積極的な活用
・河川防災ステーションの平時利活用の推進
・流域タイムラインの作成・運用 等

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合があります。 リ の主な対策を記載しており、 リ の については、 分会（ 図）を参 してください。
※他の事業者の計画も見直されれば、その内容をプロジェクトに反映します。※新たな関係者にも広く参加を呼びかけることから、新たな関係者の計画も反映します。

門新設

堤防整備

堰改築

堤防強化

改修

上野 水地

河道掘削・築堤・ 堤

ダム
（ ダム再開発）

湖 域
（河道掘削、築堤、 水地等）

湖東 域
（河道掘削、築堤等）

東 域
（河道掘削、築堤等）

湖西 域
（河道掘削、築堤等）

・大 域
（河道掘削、築堤等）

信 ・大 域
（河道掘削、都市 地の多

面的機能の発 等）

・湖 域
（河道掘削、流域下水道（雨

水）管渠の整備等）

川上流 域
（雨水排水網整備、砂防堰

堤の整備等）

川下流 域
（河道掘削、雨水排水網

整備等）

治川 域
（堤防整備、雨水排水網

整備等）

木 川 域
（堤防整備、雨水排水網

整備等）

木 川上流 域
（森林整備、バイパス水路等）

淀川左岸 域
（地下河川、ポンプ場整備等）

猪名川 域
（河道掘削、築堤等）

淀川 岸 域
（堤防整備、雨水貯留施設整

備等）

高規 堤防
川上ダム

安 川ダム

マイタイムライン、
マイ防災マップの作成等

浸水警戒区域指定

立地適正化計画の見直し

防災ハザードマップ作成
及び全戸配 等

マイタイムラインの
作成等

避難行動に資する情報発信
の充実等

等

水源林 成事業による
森林整備・保全

要配慮者利用施設における
避難計画等の策定等

要配慮者利用施設における
避難計画等の策定等

マイタイムラインの
作成等

マイタイムラインの
作成等

マイタイムラインの
作成等

防災ハザードマップ
作成等

堤防整備

河道掘削

防災活動拠点
の整備

避難に資するマップの
整備・充実・周知等

防災ハザードマップ
作成等

排水対策築堤事業

高 橋 急避難場所確保 雨水貯留施設 事例

高 市 安 公園内雨水貯留施設
あ ま

● 害対 を るた の対策
・立地適正化計画に づ 水害リ の い
地域への

・ 物等の耐水機能の確保・
・浸水 の 定・ 水の
・水害リ マップの作成
・水害リ マップを活用した立地適正化計画及び防災

の策定
・特定都市河川法指定による浸水被害防止区域の検討 等

● をで る け防 ・ すた の対策
・河道掘削、河道拡幅、築堤、堤防強化、 堤防、 ダム再開発、川上ダム、 川ダム、上野 水地、

改 、橋梁 、地下河川、 イパ 水 、堰改築、堰撤去、護岸整備、大 川ダム、河川防災 ー ン整備
・流域下水道（雨水）管渠の整備、 下水道(雨水)管渠等の整備、雨水 ンプ増強、内水 水 ンプ設備
・雨水貯留浸 施設の整備、開発行 に 調整池の設置、た 池の治水 用
・ 水ダム等25ダムにおける事 流等の実施、体 築、河川改 に ダム 用改善、ダム再生の調査・
（関係 、京都府、兵庫県、 良県、 県、大阪府、 県、水資 機 、土地改良区、 山市、 市、野 市、湖 市、 良市、

理市、日野川用水施設管理協 会、 市、 市、関西 力（ ）、山 、大阪市、伊 市、川西市、伊丹市、尼崎市、
池田市、 市、大阪 域水道 団、 市、名 市、中 力（ ）、い 水力発 （ ）、阪神水道 団など）

・森林整備・保全のための治山対策等、砂防事業(堰堤)の推進による雨水・土砂・流木の流出抑制対策
・ 地・ 業水利施設の整備・保全 ・水 林造成事 による森林の整備・保全 ・道路高 区間等の 急避難場所確保
・特定都市河川法指定による雨水浸透阻害行為の規制・貯留機能保全区域の検討

都府 川 岸流域下水道雨水対策

雨水幹線 事例

避難行動タイムラインの作成 事例

大 放水路 （実施時期検討）

山 住民を対象にした防災 修

【全体版】

※流域治水協議会には現時点で90機関が参加

護岸整備

河川防災
ステーション

排水機場更新

ため池の治水活用

河道掘削

堰撤去

河道掘削

橋梁

大戸川ダムの
整備

浸水警戒区域指定

浸水警戒区域指定

ダム再生の
調査・検討

内水排水ポンプ整備

河道掘削

堰改築・床
固撤去

護岸補強

浸水警戒区域指定

浸水警戒区域指定

浸水警戒区域指定

■グリーンインフラの取り組み 次 ージ

MIZBE ST

特定都市河川法指定による雨水浸透阻害
行為の規制・貯留機能保全区域の検討

特定都市河川法指定による浸水被害防止
区域の検討

ため池整備 貯留施設整備

河川防災ステーション

ため池整備

貯留施設整備

国道163号道路嵩上げ

雨水貯留浸透施設整備

バイパス管整備

新設ポンプ 設置等

雨水管渠の整備

森林整備

雨水貯留施設の整備

R6.3更新（2.0策定）
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淀川水系流域治水プロジェクト 【位置図】
～流域人 1 100 人の「淀川市民」の命を守る治水対策の推進～

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合があります。 リ の については、 分会資 を参 ください。
※他の事業者の計画も見直されれば、その内容をプロジェクトに反映します。
※新たな関係者にも広く参加を呼びかけることから、新たな関係者の計画も反映します。

【全体版】

凡例
グリーンインフラの取組
改修事業

●治水対策における多自然川づくり
大阪 ・生物の生息・生 環境の保全再生、・魚がの り すい川への再生
京都 ・生物の生息・生 ・ 環境の保全再生、復元及び創出、・ワンド保全・再生、・魚がの り す

い川への再生、・砂 保全、・水際 の復元及び創出、・河 林の保全
上 上下流の連続性の 復、 水地と本川の連続性の 復、生物の多様な生 環境の保全・再生

猪名川 ・上下流の連続性確保に向けた簡易魚道の保全･改良、水際環境確保に向けた水陸移行帯の保全、
な かな 場の創出に向けた湿地環境の保全

湖 ・多自然 護岸 （環境護岸 ）、･水 ・ ー 、・ 種保全（ ワマ の 環境の
整備）

●自然環境の保全・復元などの自然再生
大阪 ・ 再生、 原保全・再生、ワンド保全・再生
猪名川 ・動植物の生息環境確保に向けたレキ河原と簡易魚道の保全

湖 ・ 帯再生、・ ･ 再生 ・ 種保全（ ワマ の 環境の整備）、・水 改善（植生護
岸 、植生 化池等）、・湖岸保全（砂 浸 対策 堤、 等）、内湖再生

●自然環境が有する多様な機能活用の取組み
大阪、京都 ・淀川環境 会の を まえた河川環境の整備と保全、・河川レン ー 度による環境

学習、動植物保護活動との連携、・小中学校における河川環境学習の実施、・ 団体と連携した水生
生物調査の実施

大阪 ・ わ どイタ ンパラ協 会による 防 パ ール、・ と連携した外来生物駆除
・環境に した水位 作、・ 川流域協 会の連携による水環境改善の取組み

上 ・ 等に活用 る ールの 、・小中学生による水生生物調査
・河川レン ー 度を活用した環境学習、・水辺の 校を活用した環境学習、・ を活用した除
猪名川 ・小中学校などにおける河川環境学習、水環境パネル展の開催、・ヒメボタル幼虫調査、観察会の

実施
・地域活動団体等と連携･協働した外来種であるアレチウリ駆除活動の実施
・地域協力団体と連携したアユの産卵場整備体験学習

湖 ・多様な 体の 画による外来生物の駆除、・地域 小中学校と連携した環境学習、・固有種産卵
場の保全、・SIB（ ー ル・インパ ・ボンド）

【全域に係る取組】
大阪府、京都府、 上

・生 に した 土砂管理の
湖

・森林整備
・湖辺域のま づくり
・ 地・ 水 施設の整備保全
大阪府、京都府、 湖、 上、猪名川

・地域のニーズを踏まえた賑わいのある水辺空間創出への連
携・支援

● 力ある水辺空間・賑わい創出
湖 かわま づくり

京都 和 町 川かわま づくり、河川 観の保全
市かわま づくり、 見地区かわま づくり、 治市 ダムかわま づくり

大阪 淀川河川 リアかわま づくり、淀川河川 リアかわま づくり
上 名 かわま づくり

再生

魚がの り すい
川への再生

環境に した水位 作

ワンド保全・再生

ワンド保全・再生

わ どイタ ンパラ
協 会による 防 パ ール

川流域協 会の
連携による水環境
改善の取組み

支川改修

原保全・再生

生物の生息・生 環境の保全再生

河道掘削

築堤・河道掘削

水地と本川の連続性の 復

生物の多様な生 ・生息環境の
保全・再生

築堤・河道掘削

生物の多様な生 ・生息環境の
保全・再生

名 かわま づくり

上下流の連続性の 復

・河道掘削

生物の多様な生 環境の保全・再生
( ン ウウ の生息環境に )

河道掘削

生物の多様な生 ・生息環境の
保全・再生

アユの産卵場整備

ダム下流河川の淀み解消と
魚類等の生息場の造成

ダム下流の流量増による
魚類等の生息環境の改善

ダム湖内の在来魚の保全

上下流の連続性確保に向けた
簡易魚道の改良

な かな 場の創出に
向けた湿地環境の保全 河道掘削

水際環境確保に向けた
水陸移行帯の保全 河道掘削

動植物の生息環境確保に
向けた簡易魚道の保全

上下流の連続性確保に向けた
簡易魚道の改良

外来生物の駆除

環境学習

固 種産卵繁殖場の保全
（高島市一 ）

水質改

湖岸保全

環境学習

シ帯再生

再生

水質改

湖岸保全

少種保全（ビワマス）

シ帯再生

環境学習

多自然 護岸工他

外来生物の駆除

環境護岸工

● 全な水 環 の 復
湖 水 改善（植生護岸 、植生 化池等）

堰改築

堰改築

河 林の保全
水 部の復元及び創出
生物の生 ・生育・繁殖環境の
保全、復元及び創出

川改修

魚がの り すい
川への再生

河川 観の保全

ワンド保全・再生
生物の生息・生
環境の保全再生

魚がの り すい
川への再生

河道掘削

生物の生息・生
環境の保全再生

砂 保全

河道掘削

河道掘削

生物の生息・生
環境の保全再生

ワンド保全・再生
生物の生息・生
環境の保全再生

河道掘削

都府管理河川の
河道掘削
河道拡幅
護岸整備
築堤

河川 え
井川切り下げ 等

和 町 川
かわま づくり

ワンドの再生（大阪府域）

淀川（大阪）のシンボル淀淀淀淀淀淀淀淀川川川川川川川川川川川川（（（（（（大大大大大大大大
フ ッシュ

大大大大
ュュュ

ののののののシシシシシシンンンンンンボボボボボボボボルルルルルル阪阪阪阪阪阪））のの阪阪阪阪阪阪阪阪阪阪阪阪阪阪））））
ュュュュュュイタセンパラ

再生前

再生後

餌場・繁殖地の創出

レキ河原・水陸移行帯レキ河原・水陸移行帯帯帯帯帯帯
の再生（猪名川）

少種保全（ビワマス）

水制工・バー 工

多自然 護岸工

S I B （ソーシャル・インパクト・ボンド）
（東 市一 ）

川川 水生生生物調査（ 都府域）

ワンド

●グリーンインフラの取り組み
大 府域分会、 都府域分会 『ワンドなど変化に だ多様な生息環境の保全・ 生 』

（ 県域）分会 『水 環境の創出などによる人と自然環境のより良い関係の 築 』
川上流分会 『淀川の水と がくみあう流域治水対策』

猪名川分会 『多様な生物が生息する人々と連携した河川環境の回復 』

○淀川下流域では、 シ原、 り 、ワンド・たまりや などの環境に じて、イ ン ラをはじめとする魚 類、 類、 性 物など、多くの動 物が見られる。
○ 治川の シ原や 、 川の 河原、たまり、 と 、 川のワンドなどの環境に じて、オオ シキリ等の 類やナカ カワニナや ド ラなどの魚 類が見られる。
○ 川上流部の一部は 生 目 国定公 に位置し、国の 然記 物であるオオ ンシ オの生息が確認されている。
○ 本最大の である は、多様な生物が生息する他、下流域の暮らしを支える水資 である。
○猪名川の自然環境は都市部に残された貴重な自然環境として人々に潤いを与えている。
こうした次世代に引き ぐ き豊かな自然環境、多様な生 系を保全、 生等していく、「自然環境が有する多様な機能を活かすグリーンインフラの取組」も取り れた流域治水プロジェクトを推進する。

施工後

施工前

湖岸保全（ 県域）

河川 観の保全
空間の整備

河床掘削
河道拡幅

内

か り

見地区
かわま づくり

治市 ダム
かわま づくり

市
かわま づくり

淀川河川 リア かわま づくり

淀川河川 リア
かわま づくり

淀川河川敷 三 リアかわまち
づくり 事業者作成イメージ

淀川
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区分 対策内容 実施主体
工程

短期 中期 長期

氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策

堤防整備・河道掘削
・橋梁 、 門新設等

国土交通省、流域府
県市町 等

ダム建設
国土交通省
水資源機構
大阪府 等

流出抑制対策
（調整池・ため池等）

高 市、
方市 等

流域下水道（雨水）管渠の
整備・老朽化対策

流域府県
市町 等

砂防堰堤による土砂等の
流出抑制対策

国土交通省、流域府
県市町 等

被害対象を減少
させるための対策

立地適正化計画策定等
長 市、豊中市、
高 市、 市 等

被害の軽減、
早期復旧・復興のための対策

避難に資するマップ等の整備
・充実・周知

国土交通省、流域府
県市町 等

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

淀川水系流域治水プロジェクト【ロードマップ】
～流域人 1 100 人の「淀川市民」の命を守る治水対策の推進～

名 田地区 堤
（国土交通省）

阪神なん 線橋梁
完成（国土交通省）

川上ダム完成
（水資源機構）

安 川ダム完成
（大阪府）

気候変動
を踏まえ
た更なる
対策を
推進

居住誘導区域見直し及び防災指針策定
（高 市、 市）

要配慮者利用施設の避難確保計画策定
（ 方市、 田 市）

Ｓ Ｓ避難メソッド等を 載した
防災 ック作成（ 市）

・JR 高 雨水貯留施設整備完成 （高 市）
・ 排水区雨水貯留管等整備完成 （ 方市）

立地適正化計画の見直し
（豊中市）

立地適正化計画の策定
（長 市）

【全体版】

●淀川水系では治水安全度の しく い 川の河道掘削等を推進しつつ、淀川本川も めて全川的に水位を下げる川上 ム 設や ム 発等によ
る洪水調 機能の向上や本川の水位を 下させる な ば の を進め、淀川本川の治水安全度を 持しつつ、中上流部の治水安全度の向上を図る。
また、大 都市 を える下流においては、近年頻発する 洪水への対 や避難高台等にも活用できる高規 堤防の整備を推進し、水害リスクの軽減
を図る。

【短期】川上 ム 設や ム 発等による流量 減対策の推進と せて中上流部の河川改 を推進する。下流部では堤防強化や高規 堤防整備事
業による質的強化を図る。あわせて、下水道整備による浸水対策や流出抑制対策（雨水貯留施設等）、 地適 化計画の見直し・策定による土地
利用誘導の被害対象、避難に資するマップ等の整備・充実・ 知等の フト対策を実施。

【中期】 な ば 事業を完成させるとともに、中上流部の河川改 と高規 堤防整備事業の推進を図る。あわせて、下水道整備による浸水対策や
流出抑制対策（雨水貯留施設等）、避難に資するマップ等の更なる整備・充実・ 知等の フト対策を実施。

【長期】中上流部の河川改 の推進と高規 堤防整備事業の推進を図る。あわせて、下水道整備による浸水対策や流出抑制対策（雨水貯留施設等）、避難
に資するマップ等の更なる整備・充実・ 知等の フト対策を実施。

・淀川大堰 門新設完成
（国土交通省）

大戸川 田排水機場の整備（伊 市）

ヶ ダム再開発完成
（国土交通省）

■グリーンインフラの取り組み 次 ージ

多機関連携 タイムライン（淀川広域）
の策定・ ミュニテ タイムラインの策定

支援 （高 市）

M I Z B E ステーション（水防拠点）
整備（国土交通省）

防災指針策定
（ 田 市）

【貯留施設整備】
ため池整備
（ 都市）

新設ポンプ 設置等完成 （守 市）

バイパス 整備一部完成 （東大阪市）

R6.3更新（2.0策定）



淀川水系流域治水プロジェクト 水系全体【ロードマップ】
～流域人 1 100 人の「淀川市民」の命を守る治水対策の推進～

気候変動を
踏まえた
更なる対策
を推進

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

区分 対策内容 実施主体
工程

短期 中期 長期

グリーンインフラの取組

環境の保全・ どの
再生

、
、

流域市 等

全 水 環 の 等

治水対策における
川づくり

、
水 機 、流域
府 市 等

ある水 ・
わい

等

環境が する
機能活用の取組

、流域
府 市 等

分会全域に る取組
、流域

府 市 等

水 改善 等

生物の生息・生育環境の保全再生 等

ワンド保全・再生、ヨシ原保全・再生 等

かわまちづくり、 保全 等

環境学習等 フト施策に する取組

保全整備、 等

【全体版】
R6.3更新（2.0策定）



種別 実施主体 目的・効果 追加対策 期間

氾濫を防ぐ・減らす 国
計画規模洪水を
安全に流下させる

改修（ 田川）
堤防強化（浸透対策等）（野 川）：3,400m

概ね
30年

被害対象を減らす － － － －

被害の軽減・
早期復旧・復興

国
多面的機能を活用した

治水対策の推進
MIZBEステーション（水防拠点）整備 （野 川）： 箇所 －

気候変動に伴う水害リスクの増大

■水害リスクを踏まえた各主体の主な対策と目標

対策後

【目標①】気候変動による降雨量増加後の整備計画目標洪水に対する安全の確保

【国管理河川】 田川：67.6kp～75.0 野 川：0.0k ～13.8

○国管理河川は、淀川水系河川整備計画（R3.8）において、気候変動による降雨量増加（1.1倍）を考慮し、目標流量を変更済みであるが、野 川では、現行の河川整備

計画目標洪水が発生し、堤防が した場合、浸水 帯数が約973 帯になると想定され、事業の実施により浸水被害が解消される。

○県管理河川は、気候変動を考慮した降雨量が現行計画を上回る河川に いて、河川整備 況に応 た対応方針を定めている。具体的には、新たに計画を策定する河

川や暫定整備が完了している河川に いては、気候変動を踏まえた整備計画を立 することとし、暫定整備中の河川に いては、現行の整備計画に位置 けている

整備メニューを加 させるとともに、気候変動を踏まえた計画を検討し、その 果、できるだけ手 りのない整備が可能であれ 、整備計画への位置 けを検討する。

野 川 野 川

【野 川】浸水 帯数
約 973 帯

国管理区間からの外水氾濫による浸水範囲・浸水 帯数

＜現 ＞

＜対策後＞
【目標①】

KPI：浸水 帯数
約973 帯⇒0 帯

【野 川】浸水 帯数
約 0 帯

河道：整備計画完了時点
外力：現行河川整備計画の目標流量

河道：R4末時点
外力：現行河川整備計画の目標流量

種別 実施主体 目的・効果 追加対策（R5年度中の変更 可予定） 期間

氾濫を防ぐ・減らす 県
計画規模洪水を
安全に流下させる

信 ・大 域
・河道掘削、築堤：大戸川上流区間（整備実施区間 2.2 、整備時期検討区間 9.2 ）

・湖 域
・河道掘削： 合川（整備実施区間 1.2 、整備時期検討区間 1.0 ）
・河道掘削： 川（整備実施区間 2.5 、整備時期検討区間 3.2 ）
・河道拡幅： 川（整備実施区間 0.4 ）
東 域
・河道掘削： 野川（整備実施区間 7.5km、整備時期検討区間 6.2km）
・河道掘削：愛知川（整備実施区間 0.8 ）
・河道掘削： 市新川（整備時期検討区間 1.3 ）

概ね
20年

被害対象を減らす 県 － － －

被害の軽減・
早期復旧・復興

県 － － －

2
河川整備計画の変更 を検討する 程において、流域治水プロジェクト2.0の対策の具体化に いて検討する。

■気候変動に伴う水害リスク

【県管理河川】

R6.3更新（2.0策定）



安 川

川

田川
井川

田川

川

生来川

高時川

大川

川

川

田川

長 新川

野川

湖 域

湖西 域

倉川

川

平田川上川

野 川

川

愛知川

砂川

市新川

湖東 域

東 域

野川

ノ木川

川

長 川

野川

・大 域

信 ・大 域

川

山 川

山川

河道掘削

・湖 域

良 川

合川

川

川

家 川(湖 市)

野 川

川

川
川

田川
大戸川

家 川(野 市)

都市 地の多面的機能の発 （大 市） 河川愛護（川ざらえ、除 、伐採）（守山市）

ハザードマップ作成（ 東市）

公共下水道（雨水）整備（野 市） 河川愛護（川ざらえ、除 、伐採）（ 町）

構成員等の対策は 表的な
対策を記載している。

高橋川

ハザードマップ作成（ 市）

公共下水道（雨水）整備（ 市）

公共下水道（雨水）整備（湖 市）

川

事前放流等の実施
（ 湖ダム）

河道掘削、築堤、橋梁

河道掘削、築堤

河道掘削
河道掘削

事前放流等の実施
（ 田川ダム）

河道掘削、築堤

河道掘削、築堤、 水地

河道掘削

浸水警戒区域指定

河道掘削

河道掘削

河道掘削

河道掘削、 水地

河道掘削

河道掘削、築堤

河道掘削

河道掘削、築堤

河道掘削

調査検討

河道掘削、築堤

河道掘削
河道掘削、築堤

河道掘削

事前放流等の実施
（ 源 ダム）

事前放流等の実施
（ 上川ダム）

事前放流等の実施
（ 野川ダム）

事前放流等の実施
（ 川ダム）

河道掘削、橋梁

河道拡幅

河道拡幅

河道掘削、築堤

河道拡幅

河道拡幅

調査検討

河道拡幅

河道掘削、築堤

河道掘削、築堤

河道掘削、築堤

河道掘削、築堤

事前放流等の実
施（ 土ダム）

河道掘削、橋梁

事前放流等の実施
（野 川ダム）

流域下水道（雨水）管渠の整備

改修

大 放水路 （実施時期検討）

事前放流等の実施
（ ダム）

河道拡幅

MIZBE ST

河道掘削、築堤

浸水警戒区域指定

公共下水道（雨水）整備( 市)

ハザードマップ作成（長 市）

河川愛護（川ざらえ、除 、伐採）（ 市）

河川愛護（川ざらえ、除 、伐採）（高島市）

向田川排水対策築堤事業（東 市）

調整池、雨水バイパス管（ 原市）

公共下水道(雨水)整備
（ 野町）

ハザードマップ作成（愛 町）

河川愛護（川ざらえ、除 、伐採）（豊 町）

ハザードマップ作成（ 良町）

河川愛護（川ざらえ、除 、伐採）（多 町）

森林の整備・保全

大戸川ダムの整備

河道掘削

水地

浸水警戒区域指定

浸水警戒区域指定

浸水警戒区域指定

事前放流等の実施
（ 川ダム）

浸水警戒区域指定

河道掘削、築堤

河道掘削

河道掘削 河道拡幅

内水浸水リスクマネジメント推進事業
( 県、長 市、 市、 東市、 原市、 市、野 市)

川

中ノ井川

ドローンを活用した
視の効率化

三次元管内図の活用による河川管理の効率化及び高度化

特定都市河川法指定による雨水浸透阻害
行為の規制・貯留機能保全区域の検討

特定都市河川法指定による浸水被害防止
区域の検討

淀川水系流域治水プロジェクト 湖（ 県域）分会【位置図】
～ 湖流域人 141万人の「 県民」の を守る治水対策の推進～

■被害対象を減少させるための対策
水災害ハザード リアにおける土地利用・住まい方の工夫

市街化区域新規 入時の土地利用誘導の実施 浸水警戒区域指定による建築規制の実施
浸水警戒区域内での嵩上げ等安全な住まい方の支援

まちづくりでの活用を視野にした土地の水災害リスク情報の充実
地 の安全度マップによる想定浸水深の公表、更新 ○ハザードマップの作成 ○内水浸水リスクマネジメント推進事業

○水害リスクマップの作成
浸水範囲の 定・氾濫水の制

市町における浸水対策事業
安全な避難 の確保

避難 、避難場所等の整備
減災対策 ○特定都市河川法指定による浸水被害防止区域の検討

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
洪水氾濫対策 河道拡幅、河道掘削、橋梁 、 改修、大 放水路（ （実施時期検討）） 、 通河川の整備・一 河

川および 通 河川の保全、築堤、大戸川ダム、 水地、堤防強化（浸透対策等）
内水氾濫対策 流域下水道（雨水）管渠の整備 公共下水道（雨水）管渠等の整備 湖 岸の内水排除
土砂災害対策 砂防関係施設の整備

流水の貯留機能の拡大 既存ダムを活用した事前放流等の実施
流域の雨水貯留機能の向上 雨水貯留施設の整備 開発行為に伴う調整池の設置 森林の整備・保全 治山対策

地・ 業水利施設の整備・保全 ため池の整備・保全
既存管理施設の適切な維持管理 老朽化対策 耐震対策
減災対策 ○特定都市河川法指定による雨水浸透阻害行為の規制・貯留機能保全区域の検討

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
土地の水災害リスク情報の充実

水害 調査 果の公表 地 の安全度マップによる想定浸水深の公表、更新
あらゆる機会を活用した水災害リスク情報の

自治会や 学 等での水害出前講 の実施 河川水位計や河川防災カメラの設置と情報 簡易量水標の設置
水防団や地域住民が参加する洪水に対しリスクが高い区間の共同点検

避難体制等の強化
特に水害リスクの高い地区における避難計画作成支援 避難に資するマップ等の整備・拡充
避難指示等の判断・伝達マニュアルの整備 ○広域的な避難計画等の策定支援
要配慮者利用施設における避難計画等の策定及び避難訓練の実施 避難行動に資する情報発信等の充実
自治会等における避難計画および避難行動要支援者の 別避難計画の策定支援

○ハザードマップ、マイ・タイムラインの作成 気候変動等を踏まえた気象観 ・予 の高度化、監視の強化
○防災 の 成支援

関係者と連携した早期復旧・復興の体制強化
MIZBEステーション（水防拠点）整備 被災自治体に対する支援

インフラDX等の新技術の活用
ドローンを活用した 視の効率化 三次元管内図の活用による河川管理の効率化及び高度化

国管理河川においては、 和３年 に淀川水系河川整備計画を変更し、気候変動を考慮（雨量1.1倍）した戦後最大洪水が流下する場合においても、現行の治水安全
度を確保し、洪水による災害の発生の防 は軽減を図る。
これまで、平成25年台風1 号等による被害を まえ、河川整備計画に位置づけた ニューを進 してきたが、気候変動の影響に伴う降雨量や洪水発生頻度の変化とい
う新たな課題や、流域の土地利用の変遷に伴う保水・遊水地域の減少等を踏まえ、将来にわたって安全な流域を実現するため、特定都市河川浸水被害対策法（以下、
「特定都市河川法」）の適用を検討し、さらなる治水対策を推進する。

流域では、あらゆる関係者が現行の対策を実施しながら、気候変動を踏まえた対策を充実させ、流域治水プロジェクトを段 的に更新する。

リスクマップ凡例
（現況・浸水深0.5m以上）
想定される浸水範囲

高頻度（1/10）

中高頻度（1/30）

中頻度（1/50）

中低頻度（1/100）

低頻度（1/150）

想定最大規模

赤字黄色ハッチ：R5.3時点からの更新内容
流域治水プロジェクト2.0で追加した対策等に いては、今後、具体的な対策内容を検討する。

3

堤防強化（浸透対策等）

※浸水リスクを示す浸水範囲に いては、リスクマップを公表している
湖河川事務所管理区間のみを表示している。

R6.3更新（2.0策定）



氾濫を防ぐ・減らす 被害対象を減らす 被害の軽減・早期復旧・復興

“量”
の強化

○気候変動を踏まえた治水計画
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞
・気候変動を考慮した河川整備計画に基
づくハード対策

○気候変動を踏まえた治水計画
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞
・気候変動を考慮した河川整備計画に基づく

ソフト対策

“質”
の強化

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞

・特定都市河川法指定による貯留機能
保全区域の検討

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・土地利用や住まい方の工夫

・特定都市河川法指定による浸水被害防止
区域の検討

・浸水警戒区域内での嵩上げ等安全な住ま
い方の支援

・浸水警戒区域指定による建築規制の実施

○多面的機能を活用した治水対策の推進
＜具体の取組＞
・MIZBEステーション（水防拠点）整備

“手段”
の強化

○インフラDX等の新技術の活用
＜具体の取組＞
・気候変動等を踏まえた気象観測・予測の高

度化
・三次元管内図の活用による河川管理の効率化

及び高度化
・ドローンを活用した巡視の効率化

淀川水系流域治水プロジェクト 琵琶湖（滋賀県域）分会

4

R6.3更新（2.0策定）



● 力ある水辺空間・賑わい創出
・かわま づくり

日本 大の湖である 湖 多様な生物が生息する 下流域 湖周辺の しを支える水資 であり 多くの河川が流 する一 で流出河川 田川のみとい た 性を有する
県域におい 、 後20年間で 帯再生等の自然環境の保全・復元などの自然再生 、植生護岸等の水 改善対策による 全な水 環 の 復に取り組 また、小中学校

と連携した環境学習 外来生物の駆除など、自然環境が有する多様な機能を活かす リーンインフラの取り組みを する

●グリーンインフラの取り組み 『 水 環境の創出などによる人と自然環境のより良い関係の 築 』

※ 体 な対策内 に い 後の調査・ 等により
となる場 がある

●自然環境の保全・復元などの自然再生
・ 帯再生
・ ･ 再生
・ 種保全（ ワマ の 上・ 環境の整備）
・水 改善（植生護岸 、植生 化池等）
・湖岸保全（砂 浸 対策 堤、 等）
・内湖再生

安 川

川

田川
川

田川

川

生来川

高時川

大川

川

川
田川

長 新川

川

川

川

平田川
上川

川

知川

川

市新川

長命 川

川

川

金 川

川

川

川

田川

大 川

川

高橋川

瀬

水 改

水 改

全

全

川

川

川

川

川

世川

川

合川

川

家 川

家 川

良 川

中 川

   
   大 区間
   G I

･ の再生

全（ ス）

工

外 の

外 の

有 場の 全
（高島市一 ）

全 に る り み
・ 整備
・水 間 の連 ・
・ の り
・ 地・ 業水 の整備・ 全

● 全な水 環 の 復
・水 改善（植生護岸 、植生 化池等）

種保全（ 魚道）

帯再生

湖岸保全（砂 対策 堤）

水 改善（植生護岸 ） 水 改善（植生 化池等）

外来生物の駆除

●自然環境が有する多様な機能活用の取組み
・多様な 体の 画による外来生物の駆除
・地域 小中学校と連携した環境学習
・固有種産卵 場の保全
・SIB（ ー ル・インパ ・ボンド）

●全域に係る取組
・水辺空間創出への連携･支援
・森林整備
・湖辺域のま づくり
・ 地・ 水 施設の整備・保全

●多自然川づくり（改 ・ 事 等）
・多自然 護岸 ・環境護岸
・水 ・ ー
・ 種保全（ ワマ の 上・ 環境の整備）

ー

多自然 護岸

種保全（産卵床造成）

環境護岸

湖岸保全（砂 対策 ）

工

S I B （ ー ル・ ・ ）
（ 市一 ）

全（ ス）

工

水 工・ ー 工

：拡充する対策

内

淀川水系流域治水プロジェクト ( 県域)分会【位置図】
～ 流域人 141 人の「 県民」の命を守る治水対策の推進～
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地域と連携した 帯再生

か り

R6.3 2.0



グリーンインフラの取組

工程

氾濫をできるだけ防ぐ・
減らすための対策

被害の軽減、早期復旧・
復興のための対策

区分 対策内容 実施主体
短期 中長期

洪水氾濫対策
湖河川事務所、 県、大 市、 市、長 市、 市、守山市、 市、湖 市、高島

市、 原市、 野町、 町、愛 町、豊 町、 良町、多 町、大戸川ダム工事事務所

県、大 市、 市、長 市、 市、 市、守山市、 東市、 市、野 市、湖
市、東 市、 原市、 野町、愛 町、豊 町、多 町、 湖開発総合管理所

内水氾濫対策　

土砂災害対策 県

力ある水 空間・ わい創出

東 市

局、 県、 市、湖 市、 東市、守山市、野 市、等流水の貯留機能の拡大

森林管理 、森林整備センター、 県、大 市、 市、長 市、 市、守山市、
市、野 市、湖 市、高島市、東 市、 原市、 町、愛 町、豊 町、 良町、多 町

流域の雨水貯留機能の向上

減災対策 湖河川事務所、 県、市町等

既存管理施設の適切な維持管理 湖河川事務所、 湖開発総合管理所、等

湖河川事務所、 県、林野庁全域に係る取組み

避難体制等の強化
地方環境事務所、 地方気象台、 県、大 市、 市、長 市、 市、 市、

守山市、 東市、 市、野 市、湖 市、高島市、東 市、 原市、 野町、 町、愛 町、
豊 町、 良町、多 町

インフラ 等の新技術の活用 湖河川事務所、 県

自然環境の保全・復元などの自然
再生、 全な水 環系の回復

湖河川事務所、 県、大 市、野 市、高島市、 原市

自然環境が する多様な機能活
用の取組み

湖河川事務所、 県、大 市、 市、野 市、高島市、東 市、
湖開発総合管理所

治水対策における多自然川づくり 県、大 市、野 市、 原市

湖河川事務所、野 市

減災対策 湖河川事務所、 県、市町等

関係者と連携した早期復旧・復興
の体制強化

地方整備局、 湖河川事務所、等

被害対象を減少させる
ための対策

土地の水災害リスク情報の充実 県

あらゆる機会を活用した水災害リ
スク情報の

湖河川事務所、 県、野 市、高島市、東 市、 原市

水災害ハザード リアにおける 土
地利用・住まい方の工夫

県、大 市、 市、守山市、 市、東 市、 原市、愛 町

県、大 市、 市、長 市、 市、 市、守山市、 東市、 市、野 市、湖
市、高島市、東 市、 原市、 野町、 町、愛 町、豊 町、 良町

まちづくりでの活用を視野にした
土地の水災害リスク情報の充実

安全な避難 の確保 県

浸水範囲の 定・氾濫水の制

 流域では、上下流・本支川の流域全体を俯瞰し、国、県、市町等が一体となって、「流域治水」を推進する。
【短 期】洪水を安全に流下させるため、河道掘削、堤防整備を主に実施すると共に、安全なま づくりや内水被害軽減対策などの流域対策、 イムライン活用等の フト

対策を実施。
【中長期】大規模な浸水被害から人命や資 を守るため、大 川 ムを 河川整備や流出抑制対策を実施し、あわせて、安全なま づくりや内水被害軽減対策などの流域

対策、 イムライン活用等の フト対策を 続実施する事により流域全体の安全度向上を図る。

具体的な対策内容に いては、今後の調査・検討等により変更となる場合があります。
各事業者の計画が変更された場合にはその内容を します。
新たな関係者にも広く参加を びかけることから、新たな関係者の計画も します。

対策（工事）中、対策計画等 成中
対策（工事）完 、対策計画等に基

川・高時川河道掘削完了

流域下水道守山 東雨水幹線完了

淀川水系治水協定の運用中

出前講 等実施中

向田川排水対策築堤事業完了

TEC-FORCE等実施中

要配慮者利用施設における避難計画の作成完了

田川 堰耐震対策完了

野川 JR橋 完了山 川河道掘削・築堤完了

ハザードマップの更新

浸水警戒区域内での建築制 、嵩上げ等支援の実施中

地 の安全度マップの更新中

地 の安全度マップ（令和 年度末更新、その後概ね 年 とに更新）

ヨシ帯再生実施中

水質保全実施中

外来生物駆除・環境学習実施中

固有種産卵繁殖場の保全実施中

森林整備実施中 湖辺域のまちづくり計画中

希少種保全実施中 多自然型護岸工完了

淀川水系流域治水プロジェクト ( 県域)分会【ロードマップ】
～ 流域人 141 人の「 県民」の命を守る治水対策の推進～

：拡充する項目

6

MIZBEステーション（水防拠点）整備

野洲市MIZBEステーションかわまちづくり

R6.3 2.0



短期整備（５カ年加速化対策）効果 ： 河川整備率 約68％→約77％（ 川 河川）

田川において、流下能力の向上を図るため、河川整備計画の変更を経て、 改修事業に 手。

スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。
短期整備効果における河川整備率は淀川水系全体の河川整備率を記載。

淀川水系流域治水プロジェクト ( 県域)分会【事業効果（国直轄区間）の見える化】
～ 流域人 141 人の「 県民」の命を守る治水対策の推進～
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【短期整備完了時の進捗】
改修事業

地区 19％
堤防強化

関 地区 100％
地区 100％
地区 100％
地区 70％

湖水位（昭和36年6月豪雨1.38倍）

洪水規制 水位（-0.2m）：6月16 ～8月31
洪水規制 水位（-0.3m）：9月1 ～10月16

水
位

（
B

.S
.L

.m
)

堤防強化 狭窄部

※河川整備率の数値は集計中のため変更の可能性があります。

改修事業に いては計画中であり、
令和3年度まで進捗率を記載している。

   計画が確定することにより改 します。

短期（ ～ ） 中長期（ ～ ）

▼ 完 ▼大戸川ダム完

改
瀬田川
南 地区

堤防強 瀬田川

瀬田川 堰改築
瀬田川
黒津地区

氾濫をできるだ
け防ぐ・減らす
ための対策

区分 対策内容 区間
工程

関連事業

100%

100%

100%

R5

改修

田川 堰改修

堤防強化

堤防強化

大戸川ダム田川

改修

5か年加 化メニュー：赤字
整備計画 メニュー  ： 字



淀川水系流域治水プロジェクト ( 県域)分会【事業効果（国直轄区間）の見える化】
～ 流域人 141 人の「 県民」の命を守る治水対策の推進～

野 川において、被害の軽減、早期復旧・復興の対策を図るため、MIZBEステーションの検討・整備を実施。

短期整備（５カ年加速化対策）効果 ： 河川整備率 約68％→約77％（ 川 河川）

8

堤防強化（ 対策）

堤防強化（浸透対策）

堤防強化（浸透対策）

堤防強化（浸透対策）

5か年加 化メニュー：赤字
整備計画 メニュー  ： 字

野 川

H.W.L.

【短期整備完了時の進捗】
堤防強化（浸透対策等）
川田・新庄地区 42％

MIZBEステーション（水防拠点）整備
三上地区 30％

スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。
短期整備効果における河川整備率は淀川水系全体の河川整備率を記載。

堤防強化（浸透対策）イメージ

※河川整備率の数値は集計中のため変更の可能性があります。

野 川

【野 川】浸水 帯数

約 973 帯

外水氾濫による浸水範囲・浸水 帯数

河道：R4末時点
外力：現行河川整備

計画の目標流量

野 川

対策後

【野 川】浸水 帯数

約 0 帯

堤防強化（ 対策）

MIZBEステーション

堤防強化（ 対策）

堤防強化（ 対策）

堤防強化（浸透対策）

A部

A部 図

土

短期（ ～ ） 中長期（ ～ ）

氾濫をできるだ
け防ぐ・減らす
ための対策

堤防強
（浸 対策等）

野 川

の軽減、
期 ・ の
ための対策

ス ー
（水防

）整備

野 川
市三 地区

区分 対策内容 区間
工程

関連事業

100%

100%

R5



氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 被害対象を減少させるための対策 被害の軽減、早期の復旧・復興のための対策

水

水

水

地 上

水

水

地

水

水

水

地

※指標の数値は集計中のため変更の可能性があります。 ※淀川水系全体の指標の数値を記載しています。

淀川水系流域治水プロジェクト ( 県域)分会【流域治水の具体的な取組】
～ 流域人 141 人の「 県民」の命を守る治水対策の推進～

9
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気候変動に伴う水害リスクの増大

■気候変動に伴う水害リスク

■水害リスクを踏まえた各主体の主な対策と目標

＜現 ＞
（気候変動考慮）

種別 実施主体 目的・効果 追加対策 期間

氾
濫
を
防
ぐ
・

減
ら
す

国 約103,100戸の浸水被害を解消

河道掘削（ 治川）：61万m3

河道掘削（ 川）：455万m3

河道掘削（木 川）：26万m3

築堤（木 川）：1,600m

概ね
30年

被
害

対
象
を

減
ら
す

長 市
田 市

水害リスクを踏まえたまちづくり及び
居住誘導区域内の防災・減災対策

による居住者の を守る

立地適正化計画の見直し及び
防災指針の策定

計画等に基づく対策の実施
－

被
害
の
軽
減
・

早
期
復
旧
・
復
興

国
土地利用や住まい方の工夫の検討
及び水災害リスクを踏まえた防災

まちづくりの検討

多段階の浸水想定図（浸水頻度 の浸
水深図）及び水害リスクマップ（浸水深

の浸水頻度）の整備 －

淀川（ 都府域）分会
全18市町

か な避難の確保
要配慮者利用施設の避難確保計画
作成の促進と、避難訓練実施支援

【目標①】気候変動による降雨量増加後の河川整備計画目標洪水に対する安全の確保

治川：37.0k～53.1k、 川：0.0k～18.6k、木 川：0.0k～37.2k

○気候変動による降雨量増加後の河川整備計画目標洪水が発生した場合、 治川・ 川・木 川では浸水家屋数が約103,100戸になると想定され、

事業の実施により、浸水被害が解消される。（淀川水系河川整備計画はR3.8に、気候変動による降雨量増加を考慮して変更済み）

【 川】浸水家屋数
約56,200戸

【木 川】浸水家屋数
約34,700戸

【 治川】浸水家屋数
約12,200戸

対策後

【 川】浸水家屋数
0戸

【木 川】浸水家屋数
0戸

【 治川】浸水家屋数
0戸

＜対策後＞

【目標①】
KPI：浸水家屋数
約103,100戸⇒0戸

現況・気候変動考慮

河道：R2末時点
外力：現行河川整備計画の目標流量

（気候変動考慮）

国管理区間からの外水氾濫による浸水範囲・浸水家屋数

河道：整備計画完了時点
外力：現行河川整備計画の目標流量（気候変動考慮）

【目標②】 川流域における内水被害の軽減（概ね1/20規模降雨の雨水出水による浸水被害を防止）

種別 実施主体 目的・効果 追加対策 期間

氾
濫
を

防
ぐ
・

減
ら
す

木 川市 川流域の内水の排除 ポンプ場等の排水機能整備等
概ね
30年

R6.3更新（2.0策定）
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● 害の 、 復 ・復 のた の対策
・地区タイムラインの活用 ・ り強い河川堤防の整備
・ 避難確保計画等の作成、支援 ・ 域避難計画の策定
・ ードマップ ・まる とま と ードマップの整備
・マイ・防災マップ、マイ・タイムラインの作成支援
・分かり すい防災 情報の ・ による 復 等
・ ・ 等を用いた情報発信 ・ 元河川管内図の整備
・河川防災 ー ンの 時 活用の
・ 水機場等の ・ 作化、自動化
・ 水 ンプ 出動 の連 体 の整備、 水計画に づく

水 の実施
・避難行動に資する情報発信等の 度化及び防災情報の充実
・ 地 雨 知 ム の活用 と リラ 雨

対策 域ア ンプランに づく適 策
・災害 援に する浸水 リア外の道 整備
・雨量・水位観 置の機能向上 ・浸水 ン の設置
・ 避難を支援する京都府内の水位・ ムを 築し、

度 （京都府管理河川を対 ）
・ BIM/CIMなどの適用による三次元モデルの積極的な活用 等

淀川水系流域治水プロジェクト 淀川（ 都府域）分会【位置図】
～み ・ と る 都を支える流域対策の推進～

N

● 害対 を るた の対策
・水害リ マップを活用した立地適正化計画及び防災 の策定
・ 例等に づ 計画し いる 全なま づくり
・水害リ マップの作成
・ 定による浸水 害防 区域の 定の 等

２ k m

市市
あさか 公園雨水地下貯留施設

治市公園地下貯留施設

都府府 い は トンネル

都府内各市市 マイクロ （雨水各戸貯留）

○○川 は、整備中または整備予定の府・ 令市管理河川を示したものである。

他の事業者の計画も見直されれ 、同様に します。

新たな関係者にも広く参加を びかけることから、新たな関係者の計画も します。

丹 町

流域治水プロジェクト2.0で追加した対策等に いては、今後、
具体的な対策内容を検討する。

凡 例

堤防整備

河道掘削

堰改築、堰撤去、砂防事業等

県境

市町 境

貯留施設整備
雨水排水網整備 等

道路整備
拡充された治水対策

大臣管理区間・淀川河川事務所管理区間

高頻度（1/10）

中高頻度（1/30）

中頻度（1/50）

中低頻度（1/100）

低頻度（1/150）

想定最大規模

リスクマップ凡例
（現況・浸水深0.5m以上）

想定される浸水範囲 川上流 域

堤防整備、河道掘削、河道拡幅、雨水排水網整備、
貯留施設整備、砂防堰堤等の整備、森林整備 等

川

良県

県

都府

大阪府

場等の排水機能整備
【木 川市】

貯留施設整備
【 山町】

貯留施設整備
【 市】

貯留施設整備

貯留施設整備
場等の排水機能整備
【長 市】

堰改築

堤防整備

雨水排水網整備
【 市】

雨水排水網整備
【 市】

場等の排水機能整備
【井手町】

雨水排水網整備
【 町】

貯留施設整備
【 丹市】

砂防堰堤等の整備

森林整備

森林整備

森林整備

森林整備

貯留施設整備
【 市】

貯留施設整備
【木 川市】

砂防堰堤等の整備

砂防堰堤等の整備

砂防堰堤等の整備

砂防堰堤等の整備

流水の貯留機能の拡大

流水の貯留機能の拡大

雨水排水網整備
【 都市】

流水の貯留機能の拡大
（ ヶ ダム再開発）

更新

更新

更新

更新

場等の排水機能整備
【 山町】

貯留施設整備
雨水排水網整備

【 治市】

更新

更新

雨水排水網整備
【 田 市】

更新

更新

河道掘削

川下流 域

堤防整備、河道掘削、河道拡幅、堰改築、
貯留施設整備、雨水排水網整備 等

治川 域

堤防整備、河道掘削、河道拡幅、貯留施設整備、
砂防堰堤等の整備、雨水排水網整備等

木 川 域

堤防整備、河道掘削、河道拡幅、貯留施設整備、
雨水排水網整備、ポンプ場等の排水機能整備 等

N

貯留施設整備
雨水排水網整備

【 市】

国道24号 整備

貯留施設整備
【井手町】

場等の排水機能整備
【 都府】

雨水排水網整備
【長 市】

雨水排水網整備
【向 市】

河道掘削

河道掘削

堤防整備

堰撤去

護岸補強
（ 都市）

丹 町

国道163号道路嵩上げ

ため池整備

流木 工

ため池整備

ため池整備

ため池整備

ため池整備

河川防災ステーション

ため池整備

門増設

排水機場機能保全

雨水排水網整備
【 市】

貯留施設整備
【 市】

灰色 色：対策完了

○淀川水系の 都府域では、 治川、 川において、平成21年に策定した旧河川整備計画の目標洪水を上回る平成25年台風18 号を、木 川においては、気候
変動の 等を踏まえ、旧整備計画の目標洪水の降雨量1. 1倍以上とした洪水をそれ れ安全に流下させることを目指す。

○これまで、平成25年台風18 号等による被害をふまえ、平成21年に策定した河川整備計画に位置づけたメニューを大幅に進捗してきたが、気候変動の に伴う
降雨量や洪水発生頻度の変化という新たな や、流域の土地利用の変 に伴う保水・ 水地域の減少等を踏まえ、将来にわたって安全な流域を実現するため、
特定都市河川浸水被害対策法（以下、「法」）の適用を検討し、さらなる治水対策を推進する。

赤字黄色ハッチ：流域治水プロジェクト2.0で追記した箇所

浸水センサの設置（ 丹市）

都府都府
地（池ノ内）地区ため池整備

○○川 は、整備中または整備予定の府・ 令市管理河川を示したものである。

平成２ 年台風 号洪水時の三川合流点の 況

● をで る け防 ・ すた の対策
・堤防整備、河道掘削、堰改築、堰撤去、護岸 強
・砂防堰堤等の整備 ・ ダム再開発
・雨水 水 整備、 場等の 水機能整備
・流水の貯留機能の拡大 ・事 流等の実施・体 築
・河川管理施設等の 化対策 ・ 土砂撤去
・河道内 の ・森林整備
・た 池等の整備、貯留施設整備
・ 定による雨水浸 害行 の 、貯留機能保全区域の 定の

・ 等における雨水貯留施設整備への 成
・開発行 に 調整池の設置 ・ 水機場の機能保全 等

浸水リスクを示す浸水範囲に いては、リスクマップを公表している
淀川河川事務所管理区間のみを表示している。

貯留施設整備
【 市】

貯留施設整備
【 都市】

R6.3更新（2.0策定）
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氾濫を防ぐ・減らす 被害対象を減らす 被害の軽減・早期復旧・復興

“量”
の強化

○気候変動を踏まえた治水計画
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞
・気候変動を考慮した河川整備計画に基づくハー
ド対策

○あらゆる治水対策の総動員
＜具体の取組＞
・大規模な雨水貯留施設（いろは呑龍トンネル）
整備やそれに合わせた雨水排水網整備

・流域全体における地下貯留施設や雨水調整池、
ため池、遊水機能を有した公園、防災調整池等
の雨水貯留施設の整備
また、公共下水道施設、下水道床上対策、排水
路整備等の雨水排水網の整備

・ポンプ場等の排水機能整備及び保全
・各家庭等における雨水貯留施設整備への助成

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・高台まちづくり

○気候変動を踏まえた治水計画
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞
・気候変動を考慮した河川整備計画に基づく
ソフト対策

“質”
の強化

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・貯留機能保全区域の指定の検討

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・土地利用や住まい方の工夫
・防災指針策定による居住誘導区域内の
防災・減災対策の実施

・浸水被害防止区域の指定の検討

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・粘り強い河川堤防の整備
・水害リスクマップに基づく土地利用や住まい方
の工夫

○多面的機能を活用した治水対策の推進
＜具体の取組＞
・河川防災ステーションの整備及び平時利活用
の推進

・陸上交通網の麻痺に備えた緊急用船着場整備
や大堰閘門整備による舟運での早期復旧

“手段”
の強化

－ －

○インフラDX等の新技術の活用
＜具体の取組＞
・BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な
活用

・三次元河川管内図の整備
・浸水センサの設置
・排水機場等の遠隔監視・操作化、自動化

淀川水系流域治水プロジェクト 淀川（京都府域）分会 R6.3更新（2.0策定）
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淀川水系流域治水プロジェクト 淀川( 都府域)分会【位置図】
～み ・ と る 都を支える流域対策の推進～

●治水対策における多自然川づくり
生物の生息・生 環境の保全再生、ワンド保全・再生、魚がの り
すい川への再生、砂 保全

● 力ある水辺空間・賑わい創出
和 町 川かわま づくり、河川 観の保全

市かわま づくり、 見地区かわま づくり、
治市 ダムかわま づくり

●自然環境が有する多様な機能活用の取組み
・淀川環境 会の を まえた河川環境の整備と保全
・河川レン ー 度による環境学習、動植物保護活動との連携
・小中学校における河川環境学習の実施
・ 団体と連携した水生生物調査の実施

木 川

川

川

良県

県
都府

大阪府

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

0 5 10 20km

河道掘削

生物の生息・生
環境の保全再生

生物の生息・生 環境の保全再生

砂 保全

和 町 川
かわま づくり

生 市

木市

丹市

高 市

湖

位置図

淀川流域

凡例

府県境

流域界（区域界）

大臣管理区間

インフラメニュー

治水メニュー

堤防整備・河道掘削等

川 魚がのぼりやすい川への再生

市

良 な砂 の保全・再生木 川

【全域に係る取組】
・生 に した 土砂管理の
・地域のニーズを踏まえた賑わいのある水辺空間創出への連携・支援

ワンド保全・再生

河道掘削

治田原町

和 町

川 水生生物調査（ 川 山地区）川改修

生物の生息・生
環境の保全再生

魚がの り すい
川への再生

魚がの り すい
川への再生

木 川 和 町木 川かわまちづくり整備イメージ

河川 観の保全

ワンド保全・再生

生物の生息・生
環境の保全再生

河道掘削 河道掘削

●グリーンインフラの取り組み 『ワンドなど変化に だ多様な生息環境の保全・ 生 』

○ 治川の シ原や 、 川の 河原に点在するたまりや と 、 川の流水域と 水域が連続する環境やワンドなどの環境に じて、オオ シキリをはじめとする 類やナカ
カワニナ、 ナ 類や ド ラなどの魚 類といった、次世代に引き ぐ き多様な生 系が存在する。

○水 にワンドやたまりが 多く存在し、水位の変動によって 水・ される区域が広範囲に存在し、変化に だ地 と 有種を 多様な生 系を残すことを目標に、今後概ね
20年間で ド ラの模 地であるワンドや魚がのぼりやすい川を整備するなど、自然環境が有する多様な機能を活かすグリーンインフラの取組を推進する。

川 河川 観の保全

川

（ 山地区）

市
かわま づくり

見地区
かわま づくり

治市 ダム
かわま づくり

見地区かわまちづくりイメージパース

治川

赤字黄色ハッチ：流域治水プロジェクト2.0で追記した箇所

流域治水プロジェクト2.0で追加した対策等に いては、今後、具体的な対策内容を検討する。

R6.3更新（2.0策定）
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淀川水系流域治水プロジェクト 淀川( 都府域)分会 都府事業【位置図】
～み ・ と る 都を支える流域対策の推進～

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

位置図

淀川流域

凡例

府県境

流域界（区域界）

大臣管理区間

インフラメニュー

治水メニュー

堤防整備・河道掘削

等

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

水際 の復元及び創出
河道掘削
河道拡幅
護岸整備

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

水際 の復元及び創出

河道掘削

●治水対策における多自然川づくり
水際 の復元及び創出、生物の生息・生 ・ 環境の保全、復元及び創出、
河 林の保全

丹 町

河道掘削
河道拡幅
護岸整備
築堤

水際 の復元及び創出

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

河道掘削
護岸整備
築堤

水際 の復元及び創出

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

河道掘削
河道拡幅
護岸整備
築堤
河川 え

水際 の復元及び創出

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

良県

河 林の保全

水際 の復元及び創出

河道掘削
河道拡幅
護岸整備

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

水際 の復元及び創出

河道拡幅
河床掘削

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

水際 の復元及び創出

河道拡幅
河床掘削

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

水際 の復元及び創出

河道掘削
築堤

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

水際 の復元及び創出

河道拡幅
河床掘削

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

池掘削
堤防嵩上げ

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

水際 の復元及び創出

河道拡幅
河床掘削

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

水際 の復元及び創出

河床掘削

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

水際 の復元及び創出

河道掘削
築堤

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

水際 の復元及び創出

河床拡幅

0 5 10 20km

河道掘削
護岸整備

河 林の保全

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

堤の嵩上げ
河道掘削
護岸整備
築堤

水際 の復元及び創出

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

水際 の復元及び創出 河道掘削
河川 え

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

水際 の復元及び創出

井川
切下げ

都府

守山市

和 町

河道掘削
河道拡幅
護岸整備
築堤
河川 え

水際 の復元及び創出

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

水際 の復元及び創出
水路

河道拡幅
河床掘削

東 市

河床掘削
河道拡幅

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出

水際 の復元及び創出

河川 観の保全

空間の整備

● 力ある水辺空間・賑わい創出
河川 観の保全、 空間の整備

河道掘削
河道拡幅
護岸整備
築堤
井川切下げ

水際 の復元及び創出

生物の生息・生 ・ 環境の
保全、復元及び創出
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区分 対策内容 実施主体
工程

短期 中期 長期

氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策

堤防整備、河道掘削、堰撤去
淀川河川事務所

都府
都市

流水の貯留機能の拡大

淀川ダム 合管理事務所
湖河川事務所

大戸川ダム工事事務所
水資源機構

雨水排水網整備
貯留施設整備

（下水道浸水対策事業 む） 等

都府
山町、 市、向 市、 市、大山

崎町、 都市、 治市、 市、井手町、
田 市 等

被害対象を減少
させるための対策

「安全なまちづくり」に向けた
取り組み（立地適正化計画策定）

長 市 等

被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策

ハザードマップ作成・更新
まる とまち とハザードマップ
の整備、避難体制等の強化 等

気象庁、環境省
都府、 都市、

木 川市、 田 市、 町、 治田原町、
和 町、 置町、 山 等

災害 援に する浸水 リア外の
道路ネットワーク整備

都国道事務所

●淀川水系( 都府域)の 治川、 川、 川では上下流・本支川の流域全体を俯瞰しつつ国、府、市町 が一体となって「流域治水」を推進する。
雨の降り方次 で、 河川が同時に ーク流量を えることもあり、その は 川合流点が流れにくく、 支川の水位上昇を 長する。
このため、淀川水系中流域では 川合流点への 流量を 減、水位 下を図る流域治水対策が重要であり、以下の手順にて推進する。

【短 期】 川と 治川において河道掘削等を実施するとともに、 ム 発及び川上 ムを完成させる。
【中 期】引き続き 川と 治川において河道掘削等を実施するとともに、 川の と 川の 堤区間の堤防整備に着手する。
【長 期】河川整備計画で目標としている洪水を安全に流下させるため、引き続き河道掘削等を実施し、流域全体の安全度の向上を図る。
●あわせて、安全なま づくりや内水被害軽減対策（雨水 水 、貯留施設の整備等）などの流域対策、 イムライン活用等の フト対策を実施。

スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

気候変動
を踏まえた
更なる対策
を推進

淀川水系流域治水プロジェクト 淀川（ 都府域）分会【ロードマップ】
～み ・ と る 都を支える流域対策の推進～

よ

ヶ ダム再開発完成
（ 湖河川事務所）

計画変更
（長 市）

【雨水排水網整備】
下水道床上浸水対策事業

（ 都市）

【貯留施設整備】
水機能を した公園整備

（ 市）

【貯留施設整備】
雨水調整池の整備

（ 山町）

【雨水排水網整備】
公共下水道施設整備事業

（ 治市）
【雨水排水網整備】
排水路整備事業
（ 田 市）

【貯留施設整備】
雨水貯留施設設置

（ 市）

局地的豪雨探知システムの利活用促進と
ゲリラ豪雨対策アクションプランの策定

（環境省）

避難所標 の設置
（木 川市）

要配慮者避難確保計画の策定
（ 田 市）

川上ダム完成
（水資源機構）

治川・ 川・木 川
河道掘削完了

（淀川河川事務所）

【貯留施設整備】
ため池整備
（ 都市）

流域治水プロジェクト2.0で追加した対策等に いては、今後、具体的な対策内容を検討する。

黄色ハッチ：流域治水プロジェクト2.0で追記した箇所

防災指針策定
（ 田 市）

R6.3更新（2.0策定）
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淀川水系流域治水プロジェクト 淀川（ 都府域）分会【ロードマップ】
～み ・ と る 都を支える流域対策の推進～

区分 対策内容 実施主体
工程

短期 中期 長期

グリーンインフラ
の取組

生物の生息・生育環境の保全再生

ワンド保全・再生

魚がのぼりやすい川への再生

保全

川かわまちづくり

市かわまちづくり

地区かわまちづくり

治市 かわまちづくり

公 の整備

河川 の保全

淀川環境委員会の提案をふまえた河川環
境の整備と保全

河川レンジャー制度による環境学習、動植
物保護活動との連携

小中学校における河川環境学習の実施

住民団体と連携した水生生物調査の実施

近畿地方整備局 府

近畿地方整備局

近畿地方整備局

近畿地方整備局

近畿地方整備局

近畿地方整備局

近畿地方整備局

近畿地方整備局

府

近畿地方整備局 府

近畿地方整備局

近畿地方整備局

近畿地方整備局 府

近畿地方整備局 府

気候変動を
踏まえた
更なる対策
を推進

生物の生息・生育環境の保全再生

ワンド保全・再生

魚がのぼりやすい川への再生

川かわまちづくり

河川 の保全

淀川環境委員会の提案をふまえた河川環境の整備と保全

河川レンジャー制度による環境学習、動植物保護活動との連携

小中学校における河川環境学習の実施

住民団体と連携した水生生物調査の実施

保全

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

よ

公 の整備

市か市かわわわまちづくり

地区か地区かわわわまちづくり

治市 かわまちづくり

赤字黄色ハッチ：流域治水プロジェクト2.0で追記した箇所

流域治水プロジェクト2.0で追加した対策等に いては、今後、具体的な対策内容を検討する。

R6.3更新（2.0策定）
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淀川水系流域治水プロジェクト 淀川（ 都府域）分会【事業効果（国直轄区間）の見える化】
～み ・ と る 都を支える流域対策の推進～

よ

よ

短期整備（５ 年加速化対策）効果 ： 河川整備率 約68％→約77％

短期
短期整備完了時の進捗
【木 川】
堤防整備

地区 100％
田大住地区 100％

神 地区 100％
井地区 100％

地区 100％
屋地区 100％
野地区 100％

平 地区 100％
上 地区 100％

山地区
河道掘削 V=250 m3

地区
河道掘削 V=230 m3

上野地区
河道掘削 V=190 m3

大下 地区
堤 L=2.2km

地区
り強い河川堤防 L=1.4km

地区
堤防整備 L=1.8km

上野地区
堤防整備 L=0.8km

大下 地区
旧堤撤去 V=250 m3

山地区
護岸整備等 N=一
堰改築等 N=1基
堰撤去 N=1基

大山崎地区
河道掘削 V=1,100 m3

大下 地区
河道掘削 V=  80 m3
河道掘削 V=850 m3

大路地区
河道掘削 V=  325 m3
河道掘削 V=1,345 m3

向島地区
河道掘削 V=140 m3

川地区
河道掘削 V=190 m3

大島地区
門増設 N=1基

島地区
河道掘削 V=  60 m3
河道掘削 V=220 m3

地区
河道掘削 V=300 m3

5か年加 化メニュー  ：赤字
整備計画 メニュー ： 字

田大住地区
堤防整備 L=0.6km

井地区
堤防整備 L=0.6km

地区
堤防整備 L=0.6km

野地区
堤防整備 L=0.2km

平 地区
堤防整備 L=0.8km

屋地区
堤防整備 L=0.6km

屋地区
築堤 L=1.0km

河原地区
築堤 L=0.6km

河原地区
堤防整備 L=2.0km

【 治川】河道掘削を推進することにより、 治川の治水安全度の向上。
また、大島排水 門の増設を完了することで、山 川（ ノ川）木 地区
周 の浸水被害の軽減を図る。

【 川】大下 堤と河道掘削により、 年で危険な水位まで 達した平
成16年台風23号規模の洪水を 川中下流区間で安全に流下させる。

【木 川】木 川全体での堤防強化メニューの完了により、木 川の 堤
リスクを軽減。

短期整備完了時の進捗
【 治川】
河道掘削
向島地区 100％

島地区 20％
門増設
大島地区 100％

短期整備完了時の進捗
【 川】
河道掘削

上野地区 100％
地区 100％

大路地区 20％
大下 地区 10％

堰改築等
山地区 30％

堤、旧堤撤去
大下 地区 100％

堤防整備
上野地区 100％

地区 100％

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。
※短期整備効果における河川整備率は淀川水系全体の河川整備率を記載してい す。

現状
凡例

高頻度（1/10）

中高頻度（1/30）

中頻度（1/50）

中低頻度（1/100）

低頻度（1/150）

想定最大規模

地区
堤防整備 L=0.2km

上 地区
堤防整備 L=0.1km

木 地区
堤防整備 L=0.2km

上 2地区
堤防整備 L=0.2km

神 地区
堤防整備 L=1.6km

治川

川

木 川

川

木 川

門増設
治川

大島地区

堰改築等
川　 山地区

（護岸、一の井堰等）

堤
川

大下 地区

築堤
木 川

屋、河原地区

関連事業

河道掘削

堤防整備
氾濫をできるだけ

防ぐ・減らすための対策

区分 対応内容 区間
工程

短期（ ～ ） 中期（ ～ ） 長期（ ～ ）

R3

H16対応 H25対応

上野地区の一部で低頻度
（1/ 150）の浸水が解消

地区の一部で
中高頻度（1/ 30）の
浸水が解消

木 川下流域～中流域
で中頻度（1/ 50）の浸水
が解消

※この図は、河川の長期計画
（河川整備基本方針）で計画対
象としている１／１５０確率年
の降雨及びその降雨を１／１０，
１／３０，１／５０，１／１０
０の確率年とした場合に想定さ
れる浸水範囲であり、河川整備
計画で目標とする降雨により想
定される浸水範囲と一致しない
場合があり す。
※国直轄区間からの外水氾濫の
みを想定したものであり、浸水
範囲の軽減効果は、国の整備効
果のみを反映している。 9



淀川水系流域治水プロジェクト 淀川（ 都府域）分会【流域治水の具体的な取組】

～み ・ と る 都を支える流域対策の推進～

氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 被害対象を減少させるための対策 被害の軽減、早期の復旧・復興のための対策

マイ防災マップによる地域防災力の向上
（ 田 市）

雨水地下貯留施設の整備（ 都府）

雨水貯留施設
「い は ト
ンネル」の整備
により、 川
岸地域の浸水
対策を実施す
る。

水機能を した公園整備計画（ 市）

自然共生 の
水地機能を

備えた公園を
整備

想定浸水深ラッ ングによる
まるまち H M の高度化 （木 川市）

・「居住誘導区域」「都市機能誘導区域」の見直し

・防災指針を追加し、災害リスクを出来る り回避、
低減させるために 要な取り組みを具体的に 示

立地適正化計画の見直し（長 市）

※淀川水系全体の指標の数値を記載しています。 ※指標の数値は集計中のため変更の可能性があります。

R6.3更新（2.0策定）

農地・農業用施設の活用 流出抑制対策の実施 立地適正化計画における
防災指針の作成

避難のための
ハザード情報の整備

（概ね５か年後）

高齢者等避難の
実効性の確保

山地の保水機能向上および
土砂・流木災害対策土砂・流木災害対策

戦後最大洪水等に対応した
河川の整備（見込）

（概ね５か年後）

整備率：７７％

（令和５年度末時点）（令和５年度末時点）

５１市町村

（令和４年度実施分）（令和４年度実施分）

２３８施設
（令和５年度実施分）（令和５年度実施分）

５４箇所
（令和５年度実施分）（令和５年度実施分）

５施設

治山対策等の
実施箇所

砂防関係施設の
整備数

（令和５年７月末時点）（令和５年７月末時点）

１２市町村 （令和５年９月末時点）（令和５年９月末時点）

２６８河川

（令和５年９月末時点）令和５年９月末時点）

１２団体

洪水浸水想定
区域

個別避難計画

（令和５年９月末時点）（令和５年９月末時点）

966
（令和５年９月末時点）

966施設

（令和５年1月1日時点）

（令和５年９月末時点）（令和５年９月末時点）

令和５年1月

49

（令和５年９月末時点）

日時点）

（令和５年９月末時点）（令和５年９月末時点）

1日時点）

49市町村

避難確保
計画 966966

14,904

施設966施設施設

14,90414,904施設

土砂

洪水

内水浸水想定
区域（令和５年度完成分）

※施行中 ７８施設

10



気候変動に伴う水害リスクの増大

■気候変動に伴う水害リスク

■水害リスクを踏まえた各主体の主な対策と目標

＜現 ・気候変動考慮＞ ＜対策後＞

対策後

種別 実施主体 目的・効果 追加対策 期間

氾
濫
を

防
ぐ
・

減
ら
す

国 計画規模洪水を安全に流下させる
河道掘削（淀川）：240万m3

橋梁
概ね
30年

被
害

対
象
を

減
ら
す

大阪府 土砂災害の危険から住宅を守る
土砂災害特別警戒区域内の既存住宅

に対する補助制度
概ね20
～30年

高 市
方市
市

水害リスクを踏まえたまちづくり及び
居住誘導区域内の防災・減災対策

による居住者の を守る

立地適正化計画の見直し及び
防災指針の策定

計画等に基づく対策の実施
－

被
害
の
軽
減
・

早
期
復
旧
・
復
興

国
土地利用や住まい方の工夫の検討及

び水災害リスクを踏まえた防災
まちづくりの検討

多段階の浸水想定図（浸水頻度 の
浸水深図）及び水害リスクマップ（浸水

深 の浸水頻度）の整備 －

淀川（大阪府域）分会
全18市町

か な避難の確保
要配慮者利用施設の避難確保計画
作成の促進と、避難訓練実施支援

【目標①】気候変動による降雨量増加後の整備計画目標洪水に対する安全の確保

淀川本川：0.0k～37.0k
種別 実施主体 目的・効果 追加対策 期間

氾
濫
を
防

ぐ
・

減
ら
す

大阪府
洪水を安全に
流下させる

地下河川、流域調整池、 水池、
河川整備等 概ね

20年～30年
屋川流域市（12市） 浸水の防止・軽減 雨水貯留浸透施設等の整備

被
害

対
象
を

減
ら
す

大阪府
貯留機能の保全

新たな住居に対し、立地を規制する
居住者の人 を守る

貯留機能保全区域、浸水被害
防止区域等の指定

（流域水害対策計画の変更）
－

【目標②】特定都市河川（ 屋川）流域において1/30規模降雨の洪水・1/10雨水出水による浸水被害を防止

○気候変動による降雨量増加後の河川整備計画目標洪水が発生した場合、淀川流域（大阪府）では浸水被害は発生しない。

（淀川水系河川整備計画はR3.8に、気候変動による降雨量増加を考慮して変更済み）

現況

氾濫 し 氾濫 し

国管理区間からの外水氾濫による浸水範囲・浸水家屋数

河道：R2末時点
外力：現行河川整備計画の目標流量（気候変動考慮）

河道：整備計画完了時点
外力：現行河川整備計画の目標流量（気候変動考慮）

R6.3更新（2.0策定）

＜参考＞上流（ 川）の浸水範囲

河道：R2末時点
外力：

川 平成25年台風18号洪水
治川 平成25年台風18号洪水

木 川 昭和28年台風13号の降雨量1.1倍以上の洪水

【目標①】
KPI：浸水家屋数

0戸 ⇒ 0戸

上流改修を実施した場合においても現況の治水安全度を 持する
ため、 要な対策を実施することで浸水被害は発生しない。

＜参考＞上流（ 川）の浸水範囲

河道：整備計画完了時点
外力：

川 平成25年台風18号洪水
治川 平成25年台風18号洪水

木 川 昭和28年台風13号の降雨量1.1倍以上の洪水

【目標③】高 市における内水被害の軽減（下水道計画規模降雨以上の雨水出水による浸水被害を軽減）

種別 実施主体 目的・効果 追加対策 期間

氾
濫
を

防
ぐ
・

減
ら
す

高 市（下水道）
点地区（市内の浸水多発地区）の

浸水被害の最 化
雨水貯留浸透施設整備

雨水幹線整備
概ね
10年

2



淀川水系流域治水プロジェクト 淀川(大 府域)分会【位置図】
～ く関 を支える流域対策～

尼崎市

市

井 市

高 市

原市

川西市

伊丹市

池田市

豊能町

能 町

箕面市

豊中市

田市

木市

大阪市

方市

向 市

長 市

島本町

市

大東市

門 市

東大阪市

平 町

市

守 市

屋川市

田 市

大山崎町

市

山町 治市

木 川市

置町

町

治田原町

市

大和 山市

生 市

交野市

町

良市

町

理市

井手町

河合町

町

安 町

川西町

三宅町

三 町

市

原市

市

豊中市

西大阪

安治川等の
水門改築、設備耐震対策、

地下河川 等

尼崎市
神崎川下流

神崎川等の
河床掘削 等

高 橋 急避難場所確保
（国道43号）

雨水幹線整備
（島本町）

・ポンプ場増強
・雨水幹線整備
（東大阪市）

流域関連公共下水道整備
（ 井 市）

兵庫県

大阪府

良県

都府

川

治川

箕面市

神崎川
神崎川等の河床掘削、流出
抑制施設整備、砂防事業 等

・雨水貯留管整備
・雨水排水管渠整備
（ 木市） ・雨水貯留管等整備（ 方市）

・雨水幹線整備 ・ポンプ場整備
・雨水ポンプ場の改築、耐震化
（ 屋川市）

安 川ダム

川

東 川

水 川

前川

・雨水レ ルアップ整備
・雨水幹線整備
（ 田市）

治水 地

水地

調 池

水門改築

水門強 化

橋梁

門新設

・大規模下水道幹線・雨水ポンプ場の整備
・雨水貯留施設の整備
・下水道施設の耐震化・耐水化
・護岸・堤防・水門の強 化
・流域貯留浸透施設の整備 等

（大阪市）

森林整備

森林整備

道 川

住 川

東 川

ハザードマップ作成・更新

ため池ハザードマップ作成

川

ため池ハザードマップ作成

川

木 川

雨水排水管渠整備
（ 原市）

○○川 は、府・ 令市管理河川の 表的な箇所（河川）を示したものである。

他の事業者の計画も見直されれ 、同様に します。

新たな関係者にも広く参加を びかけることから、新たな関係者の計画も します。

屋川
屋川等の

地下河川、流域調 池、
水地、河川改修、砂防

事業、水門・河道の機能
維持等

ため池ハザードマップ作成

・雨水ポンプ増強（安
川流域下水道）
（大阪府）

・雨水幹線整備
・雨水貯留浸透施設整備
（高 市）

・雨水ポンプ増強（淀川
岸流域下水道）

（大阪府）

河道掘削

河道掘削

河川防災
ステーション

橋梁

排水機場更新

高規 堤防

ため池の治水活用
（ 市）

ハザードマッ
プ作成・更新

・雨水ポンプ場の改築、耐震化
・雨水排水管渠整備
（ 方市）

ハザードマップ
更新

雨水幹線事例
（東大阪市）

しんきしだどう

雨水幹線整備
（ 市）

ため池ハザードマップ作成
（ 市）

リスクマップ凡例
（現況・浸水深0.5m以上）
想定される浸水範囲

高頻度（1/10）

中高頻度（1/30）

中頻度（1/50）

中低頻度（1/100）

低頻度（1/150）

想定最大規模

凡例

砂防事業

ポンプ場の増強等

堤防整備・河道掘削等

雨水幹線、貯留浸透施設等

拡充された治水対策

河川防災
ステーション

流域治水プロジェクト2.0で追加した対策等に いては、今後、
具体的な対策内容を検討する。

雨水貯留施設事例
（高 市）

あ ま

J R 島本
まる とまち とハザードマップドマップ

J R 大阪 周 の浸水イメージ
（想定最大規模の降雨）

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・高規 堤防整備、築堤、堤防強化 ・河道拡幅・掘削、橋梁
・護岸、 工改築・撤去 ・砂防事業、森林整備及び保全
・ 門新設、水門改築、施設耐震補強  ・高 橋 急避難場所確保
・河川防災拠点整備、河川防災ステーション整備
・ダム建設、ダムの 砂除去 ・事前放流等の実施・体制構築
・地下河川、流域調 池、 水地
・下水道等の排水施設整備・改修・修 ・更新
・雨水貯留浸透施設の整備 ・ため池の治水活用
・法指定による雨水浸透阻害行為の規制、貯留機能保全区域の指定
・各家 等における雨水貯留浸透施設整備への助成 等

■被害対象を減少させるための対策
・土地利用誘導 ・水害リスクマップの作成
・開発行為に対する流出抑制対策指導
・法指定による浸水被害防止区域の指定 等

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・洪水ハザードマップ作成・更新 ・ため池ハザードマップ作成
・防災教育・啓発活動等の推進   ・分かりやすい防災気象情報の
・要配慮者利用施設における避難計画の策定支援
・タイムラインの作成・運用 ・広域避難計画策定
・ 運による早期復旧等 ・ り強い河川堤防の検討
・ ・ 等を用いた情報発信 ・ 元河川管内図の整備
・排水機場等の 監視・操作化、自動化
・マイ・防災マップ、マイ・タイムラインの作成支援  ・ ットライン構築
・水位計・監視カメラの設置、監視体制の拡充
・河川防災ステーションの平時利活用の推進
・ゲリラ豪雨対策広域アクションプランに基づく適応策推進
・BIM/CIMなどの適用による三次元モデルの積極的な活用 等

○これまで、平成25年台風18 号等による被害をふまえ、平成
21年に策定した河川整備計画に位置づけたメニューを大

幅に進捗してきたが、気候変動の に伴う降雨量や洪
水発生頻度の変化という新たな や、流域の土地利用
の変 に伴う保水・ 水地域の減少等を踏まえ、将来にわ
たって安全な流域を実現するため、特定都市河川浸水被
害対策法（以下、「法」）の適用を検討し、さらなる治水対策
を推進する。

○令和3年 8 月に淀川水系河川整備計画を変更し、淀川水系の大阪府域では、気候変動を
考慮（雨量1. 1倍）し、頻繁する豪雨に対して、国管理区間においては、戦後最大規模の
洪水と同規模の洪水を安全に流下させることを目指す。

市

淀川左岸
川等の

河道拡幅、河床掘削、護岸、堤防補
強、砂防事業、 工改築・撤去等

淀川 岸
川等の

堤防整備、河道掘削、砂防事業 等

新設ポンプ 設置等

（守 市）

・ 内貯留整備
・ポンプ場更新計画
（大東市）

排水機場ポンプ修

（門 市）

・増補幹線整備 雨水ポンプ
増強（ 屋川流域下水道）
（大阪府）

防災ハザードマップ作成

雨水出水浸水想定区域図作成

バイパス管整備
（東大阪市）

ため池の治水活用
（ 市）

赤字黄色ハッチ：流域治水プロジェクト2.0で追記した箇所

新岸田 幹線 安 公園内雨水貯留施設

屋川流域水害対策計画変更のロードマップ

R5~R7 R8 R9～ R16
対策区分 流域

関係者

流域水害対策
計画の変更

大阪府
関係市町
等

工程

計画検討
計
画
変
更

浸水被害
対策の実施
（区域の指定）

浸水リスクを示す浸水範囲に いては、リスクマップを公表している
淀川河川事務所管理区間のみを表示している。

灰色 色：対策完了

高規 堤防

R6.3更新（2.0策定）
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氾濫を防ぐ・減らす 被害対象を減らす 被害の軽減・早期復旧・復興

“量”
の強化

○気候変動を踏まえた治水計画への見直し
＜具体の取組＞

・気候変動を考慮した河川整備計画に基づく
ハード対策

○流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進
＜具体の取組＞
・流域水害対策計画に基づくハード対策

○あらゆる治水対策の総動員
＜具体の取組＞
・寝屋川流域での地下河川及び大規模下水道
幹線整備

・流域全体における雨水貯留管や合流管渠、
公共下水道施設等の雨水幹線整備・増強
また、公園や駅等の地下貯留施設やため池等
の雨水貯留浸透施設の整備

・雨水ポンプ場の整備・増強・保全
・各家庭等における雨水貯留施設整備への助成

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞

・高規格堤防
・高台まちづくり

○気候変動を踏まえた治水計画への見直し
＜具体の取組＞

・気候変動を考慮した河川整備計画に基づく
ソフト対策

○流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進
＜具体の取組＞
・流域水害対策計画に基づくソフト対策

“質”
の強化

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・貯留機能保全区域の指定

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・土地利用や住まい方の工夫
・浸水被害防止区域の指定

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・粘り強い河川堤防の検討

○多面的機能を活用した治水対策の推進
＜具体の取組＞
・河川防災ステーションの整備及び平時利活用
の推進

・陸上交通網の麻痺に備えた緊急用船着場整備
や大堰閘門整備による舟運での早期復旧

“手段”
の強化 － －

○インフラDX等の新技術の活用
＜具体の取組＞
・BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な

活用
・三次元河川管内図の整備
・排水機場等の遠隔監視・操作化、自動化

淀川水系流域治水プロジェクト 淀川（大阪府域）分会 R6.3更新（2.0策定）
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淀川水系流域治水プロジェクト 淀川(大 府域)分会【位置図】
～ く関 を支える流域対策～

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

尼崎市

市

原市

井 市

高 市

原市

川西市

伊丹市

豊能町

能 町

箕面市

豊中市

田市

方市

向 市

長 市

島本町

市

大東市

門 市

東大阪市

平 町

市

屋川市

田 市

大山崎町

市

山町 治市

木 川市

置町

和 町

治田原町市

大和 山市

生 市

市

交野市
町

良市

町

井手町

河合町町

安 町

川西町

三宅町

三 町

守 市

兵庫県

大阪府

良県

川

治川

川

東 川

水 川

前川

道 川

住 川

川
川

●治水対策における多自然川づくり
生物の生息・生 環境の保全再生、魚がの り すい川への再生

●自然環境の保全・復元などの自然再生
再生、 原保全・再生、ワンド保全・再生

●自然環境が有する多様な機能活用の取組み
・淀川環境 会の を まえた河川環境の整備と保全
・河川レン ー 度による環境学習、動植物保護活動との連携
・小中学校における河川環境学習の実施
・ 団体と連携した水生生物調査の実施
・ わ どイタ ンパラ協 会による 防 パ ール
・ と連携した外来生物駆除
・環境に した水位 作
・ 川流域水環境改善計画による水環境改善の取組み
・ 等賑わいの場とし の活用
・ の にあわ た雨水貯留機能等の

0 5 10 20km

広 町

都府

ワンド保全・再生

再生

原保全・再生

島本町 大山崎町島本町
水 川

位置図

淀川流域

大阪

市民ネットワークによる外来魚駆除 ワンドの再生（ 地区）

淀川のシンボルフ ッシュ
イタセンパラ

大阪市

生物の生息・生
環境の保全再生

河道掘削

川

屋川

理市

凡例

府県境

流域界（区域界）

大臣管理区間（大阪府域）

インフラメニュー

治水メニュー

堤防整備・河道掘削等

木 川

ワンド保全・再生

【全域に係る取組】
・生 に した 土砂管理の
・地域のニーズを踏まえた賑わいのある水辺空間創出への連携・支援

魚がの り すい川への再生

生物の生息・生 環境の保全再生

支川改修
木市

池田市

●グリーンインフラの取り組み 『ワンドなど変化に だ多様な生息環境の保全・ 生 』

川西市

魚がの り すい
川への再生

わ どイタ ンパラ協
会による 防 パ ール

環境に した水位 作

川流域水環境改善計画
による水環境改善の取組み

○ 川合流点より下流の淀川では、 に代表される シ原、 り 、ワンド・たまりや などの環境に じて、イ ン ラをはじめとする魚 類、オオ シキリや 類など
の 類、 性 物など、多くの動 物が見られる。こうした次世代に引き ぐ き多様な生 系を守 うとする 民活動も活発である。

○水 にワンドやたまりが 多く存在し、水位の変動によって 水・ される区域が広範囲に存在し、変化に だ地 と 有種を 多様な生 系を残すことを目標に、今後、
概ね20年間でイ ン ラ等の在来種が生息するワンド・たまりを保全・ 生するなど、自然環境が有する多様な機能を活かすグリーンインフラの取組を推進する。

淀川河川 リア
かわま づくり

淀川河川 リア
かわま づくり

赤字黄色ハッチ：流域治水プロジェクト2.0で追記した箇所

流域治水プロジェクト2.0で追加した対策等に いては、今後、具体的な対策内容を検討する。

淀川河川敷 三 リアかわまちづくり 事業者作成イメージ

淀川

● 力ある水辺空間・賑わい創出
淀川河川 リアかわま づくり、淀川河川 リアかわま づくり

R6.3更新（2.0策定）
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淀川水系流域治水プロジェクト 淀川(大 府域)分会【ロードマップ】
～ く関 を支える流域対策～

短期 期 期

地

水 水
水 水

水

地

水

期

 淀川（大 府域）では、上下流・本支川の流域全体を俯瞰し、国、府、市町が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推進する。
大 府域は 河川が 流する 平地に 成された高度な都市 を有し、洪水、 、高 、内水氾濫等により大規模な浸水被害が発生するリスクがあることから、

河川改 や ム整備と せて、下水道施設整備、流出を抑制する雨水貯留施設等の拡大や河川防災ス ーシ ン整備、広域避難計画策定等の流域治水対策を実施する。
【短 期】計画規模洪水を安全に流下させるため、橋梁 や河道掘削、堤防整備等と せて、下水道施設整備や貯留浸 施設等の整備を推進する。また、淀川大
を整備することで災害時の避難や資 運 など 機管理機能の強化を図る。安 川 ムを完成させることにより、 川流域の安全度向上を図る。

【中   期】計画規模洪水を安全に流下させるため、 な ば 淀川橋梁の を完了させるとともに、河道掘削、堤防整備等を推進する。
【長   期】大規模な浸水被害から人命や資 を守るため、河道掘削、堤防整備等と せて流出抑制対策等を実施し、流域全体の安全度向上を図る。

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

高 ポンプ場整備完成
（ 屋川市）

・大 幹線・ 下水処理場ポンプ場完成（大阪市） ・ 排水区雨水貯留管等整備完成 （ 方市）
・中の島・ 山工区雨水レ ルアップ整備完成 （ 田市） ・新岸田 幹線完成 （東大阪市）
・JR高 雨水貯留施設整備完成 （高 市）（R 完）

居住誘導区域見直し及び防災指針策定
（高 市・ 市）

安 川ダム完成
（大阪府）

なん 線橋梁 完成
（淀川河川事務所）

大水門改築完成
（大阪府）

Ｓ Ｓ避難メソッド等を 載した
防災 ック作成

（ 市）（ 完）

要配慮者利用施設の
避難確保計画策定
（ 方市内の施設）

・合流管渠整備（ 原西排水区）完成
（ 原市）

・山崎雨水幹線完成 （島本町）

水門強 化完成（大阪市）（ 完）

気候変動を
踏まえた
更なる対策
を推進

淀川大堰 門新設完成
（淀川河川事務所）

多機関連携 タイムライン
（淀川広域）の策定・ ミュニ
テ タイムラインの策定支援

（高 市）

、大東市 等

、

、 市 等

川上ダム完成
（水資源機構）

大阪府、淀川ダム 合管理事務所、 湖河
川事務所、大戸川ダム工事事務所、水資源機
構

ヶ ダム再開発完成
（ 湖河川事務所）

、 市 等

門 守 増補幹線完成 （大阪府）

局地的豪雨探知システムの利活用促進と
ゲリラ豪雨対策アクションプランの策定

（環境省）

新設ポンプ 設置等完成 （守 市）

赤字黄色ハッチ：流域治水プロジェクト2.0で追記した箇所

流域治水プロジェクト2.0で追加した対策等に いては、今後、具体的な対策内容を検討する。

バイパス 整備一部完成 （東大阪市）

R6.3更新（2.0策定）

6



区分 対策内容 実施主体
工程

短期 中期 長期

グリーンインフラ
の取組

干潟再生

ヨシ原保全・再生

ワンド保全・再生

生物の生息・生育環境の保全再生

魚がのぼりやすい川への再生

淀川河川敷十三エリアかわまちづくり

淀川河川敷枚方エリアかわまちづくり

淀川環境委員会の提案をふまえた河川環
境の整備と保全

河川レンジャー制度による環境学習、動植
物保護活動との連携

小中学校における河川環境学習の実施

住民団体と連携した水生生物調査の実施

城北わんどイタセンパラ協議会による密漁
防止パトロール

住民と連携した外来生物駆除

環境に配慮した水位操作

寝屋川流域水環境改善計画による水環境
改善の取組み

公園等憩いの場としての活用

街路樹の更新にあわせた雨水貯留機能等
の導入

近畿地方整備局

近畿地方整備局

近畿地方整備局

近畿地方整備局

近畿地方整備局

近畿地方整備局

近畿地方整備局

近畿地方整備局

近畿地方整備局

近畿地方整備局・大阪府

近畿地方整備局

近畿地方整備局

近畿地方整備局

近畿地方整備局

近畿地方整備局・大阪府・
寝屋川流域市（１２市）

大阪府

大阪府

気候変動を
踏まえた
更なる対策
を推進

淀川水系流域治水プロジェクト 淀川(大 府域)分会【ロードマップ】
～ く関 を支える流域対策～

試験施工

ヨシ原保全・再生

ワンド保全・再生

生物の生息・生育環境の保全再生

環境に配慮した水位操作

淀川環境委員会の提案をふまえた河川環境の整備と保全

河川レンジャー制度による環境学習、動植物保護活動との連携

小中学校における河川環境学習の実施

住民団体と連携した水生生物調査の実施

城北わんどイタセンパラ協議会による密漁防止パトロール

住民と連携した外来生物駆除

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

魚がのぼりやすい川への再生

赤字黄色ハッチ：流域治水プロジェクト2.0で追記した箇所

流域治水プロジェクト2.0で追加した対策等に いては、今後、具体的な対策内容を検討する。

寝屋川流域水環境改善計画による水環境改善の取組み

公園等憩いの場としての活用（治水緑地等）

街路樹の更新にあわせた雨水貯留機能等の導入

淀川河川敷十三エリアかわまちづくり

淀川河川敷枚方エリアかわまちづくり

R6.3更新（2.0策定）
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淀川水系流域治水プロジェクト 淀川（大 府域）分会【事業効果（国直轄区間）の見える化】

～ く関 を支える流域対策～

凡例

高頻度（1/10）

中高頻度（1/30）

中頻度（1/50）

中低頻度（1/100）

低頻度（1/2 00）

想定最大規模

①大 東地区
高規 堤防L=130m

① 地区
大堰 門N=1箇所

5か年加 化メニュー：赤字
整備計画 メニュー  ： 字

淀川

橋梁

① 本地区
堤防強化L=815m

③下島～ 和 地区
堤防強化L=1.76km

② 地区
堤防強化L=100m

短期整備（５ 年加速化対策）効果 ： 河川整備率 約68％→約77％

淀川大堰 門整備を大阪・関西万 （R7）前のR6までに完了させ
ることで、防災力を向上させるとともに、 運により地域 興に 。

※ス ジュールは、今後の事業進 によって変更となる場合があります。

① 地区
河川防災ステーションN=1箇所
河川防災ステーションN=1箇所

①水 地区
河道掘削V=110 m3
河道掘削V=3290 m3

① 川地区
支川（合流部）改修V=30 m3
支川改修V=60 m3

①本庄地区
急用河川敷道路L=0.61km
急用河川敷道路L=1.41km

①大和田～伝法地区
阪神なん 線淀川橋梁N=1箇所
阪神なん 線淀川橋梁N=1箇所

現状 期

※短期整備効果における河川整備率は淀川水系全体の河川整備率を記載しています。

① 地区
排水機場N=1箇所
排水機場N=1箇所

※この図は、河川の長期計画
（河川整備基本方針）で計画
対象としている１／ ００確
率年の降雨及びその降雨を１
／１０，１／３０，１／５０，
１／１００の確率年とした場
合に想定される浸水範囲であ
り、河川整備計画で目標とす
る降雨により想定される浸水
範囲と一致しない場合があり
す。

※国直轄区間からの外水氾濫
のみを想定したものであり、
浸水範囲の軽減効果は、国の
整備効果のみを反映している。

水 地

地

地

地

地

地

地

地

水 地

地

地

短期 期 期

10 0 %

10 0 %

10 0 %

10 0 %

10 0 %

10 0 %

10 0 %

10 0 %

10 0 %

10 0 %

10 0 %

10 0 %

5 0 %

3 %

3 0 %

3 0 %

6 0 %

8 %

R4

【短期整備完了時の進捗】
河道掘削
①水 地区 3％
支川改修
① 川地区 30％
河川防災ステーション
① 地区 50％
高規 堤防
①大 東地区 100％
大堰 門
① 地区 100％
排水機場
① 地区 8 ％

急用河川敷道路
①本庄地区 30％
阪神なん 線橋梁
①大和田～伝法地区 60％
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淀川水系流域治水プロジェクト 淀川（大 府域）分会【流域治水の具体的な取組】
～ く関 を支える流域対策～

被害対象を減少させるための対策 被害の軽減、早期の復旧・復興のための対策

居住誘導区域見直し及び防災指針の策定

平成２ 年 月に策定した高 市立地適正化計
画の居住誘導区域は災害リスクを踏まえ設定
しているが、 今の頻発化・ 化する自然災
害への対応や法改正の主 を踏まえ、水害リ
スクに いて、居住誘導区域を見直すとともに、
防災指針を追加する変更を行う。

JR 南
水

上 水 生

市 南部 水
上 水 生

川

生

川

生

3.0 上

水

水

上

想定最大規模降雨時に発生が想定されるリスク

浸水深２ ２ 島本 東

浸水深 第 学 正門

まるごとまちごとハザードマップの増設

平成 年 月に阪急水 に設置したまる
とまち とハザードマップを令和２年 月に
島本 、町立第三 学 、同第 学 、同

第一中学 に増設。

＜島本町＞＜高 市＞＜大阪府＞

氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

河川・下水道などにおける対策（寝屋川流域）

河川、下水道等が一体となった治水対策を実施
しており、地下河川、下水道増補幹線、 水池、調
整池等の整備を推進。

【令和 年度の主な実 】

・ 屋川 部地下河川 立 築

・ 川（法 ）多目的 水池

池床掘削、管理橋上部工

・ 施公園調 池 体築 工

・加 元町調 池 期発進立 築

・門 守 増補幹線 シールド工

・新岸田 幹線 シールド工（東大阪市施工）

・流域貯留浸透施設の整備（ 市 公園）

・ため池の治水活用（ 市）

屋川 部地下河川
立 築 工事

加 元町調 池（ 期）

（令和４年度完成分）
※施 中 ９施設

※淀川水系全体の指標の数値を記載しています。 ※指標の数値は集計中のため変更の可能性があります。

R6.3更新（2.0策定）

農地・農業用施設の活用 流出抑制対策の実施 立地適正化計画における
防災指針の作成

避難のための
ハザード情報の整備

（概ね５か年後）

高齢者等避難の
実効性の確保

（令和４年度完成分）
※施 中 ９施設

山地の保水機能向上および
土砂・流木災害対策土砂・流木災害対策

戦後最大洪水等に対応した
河川の整備（見込）

（概ね５か年後）

整備率：７７％

（令和５年度末時点）（令和５年度末時点）

５１市町村

（令和４年度実施分）（令和４年度実施分）

２３８施設
（令和５年度実施分）（令和５年度実施分）

５４箇所

（令和４年度完成分）

（令和５年度実施分）（令和５年度実施分）

５施設

治山対策等の
実施箇所

砂防関係施設の
整備数

（令和５年７月末時点）（令和５年７月末時点）

１２市町村 （令和５年９月末時点）（令和５年９月末時点）

２６８河川

（令和５年９月末時点）令和５年９月末時点）

１２団体

洪水浸水想定
区域

個別避難計画

（令和５年９月末時点）（令和５年９月末時点）

966
（令和５年９月末時点）

966施設

（令和５年1月1日時点）

（令和５年９月末時点）（令和５年９月末時点）

1月

49

（令和５年９月末時点）

日時点）

（令和５年９月末時点）（令和５年９月末時点）

1日時点）

49市町村

避難確保
計画 966966

14,904

施設966施設施設

14,90414,904施設

土砂

洪水

内水浸水想定
区域（令和５年度完成分）

※施行中 ７８施設

9



気候変動に伴う水害リスクの増大

■気候変動に伴う水害リスクの増大

■水害リスクを踏まえた各主体の主な対策と目標

＜現況＞ ＜対策後＞

対策後

種別 実施主体 目的・効果 追加対策 期間

氾
濫
を
防
ぐ
・
減

ら
す

国 約7.1万戸の浸水被害を解消
河道掘削：103万㎥＜旧計画の2.2倍＞

堰改築：3箇所
橋梁補強：1橋

概ね
30年

兵庫県
流出抑制による浸水被害

（外水・内水）の軽減
更なるため池の活用、

更なる雨水貯留浸透施設の整備
－

被
害
対

象
を
減

ら
す 大阪府 土砂災害の危険から住宅を守る

土砂災害特別警戒区域内の既存住宅
に対する補助制度

概ね
20～
30年

被
害
の
軽
減
・

早
期
復
旧
・
復
興

国
土地利用や住まい方の工夫及び
水災害リスクを踏まえた防災まち

づくりの検討

多段階の浸水想定図及び水害リスク
マップの作成・公表

－
大阪府・兵庫県 住民の適切な避難判断の支援

河川水位、雨量、河川監視カメラ画像
の発信

各市町 自然災害による被害の軽減
洪水等ハザードマップの作成・公表・周

知・啓発

【目標①】気候変動による降雨量増加後のS 35 洪水規模に対する安全の確保

猪名川本川：0. 0k ～12. 6 k 藻川0. 0k ～4. 4k

○河川整備計画目標洪水が発生した場合、猪名川流域では浸水家屋数が約7. 1万戸になると想定され、事業の実施により、浸水被害が解消される。（淀

川水系河川整備計画はR3.8に、気候変動による降雨量増加を考慮して変更済み）

【目標①】
KPI：浸水家屋数

約7.1万戸⇒0戸

【目標②】猪名川流域整備計画による総合治水対策

種別 実施主体 目的・効果 追加対策 期間

氾
濫
を
防
ぐ
・

減
ら
す

国
各市町

10年に1回程度の洪水を安全に流下さ
せる

＜流域対策＞
市街化調整区域の保持
防災調整池等の設置 他

＜河川対策＞
流域対策に合わせた河川改修
Ｓ28洪水規模対応の河川改修

＜その他対策>
警報避難システムの確立
水防管理体制の強化 他

概ね
10年

浸水家屋数
0戸

国管理区間からの外水氾濫による浸水範囲・浸水家屋数

現況

浸水家屋数
約7.1万戸

R6.3更新（2.0策定）



京 都府

大 阪府

兵 庫県

宝塚市

能勢町

猪名川町

豊能町

川西市

箕面市

池田市

伊丹市

尼崎市

豊中市

箕面川ダム

一庫ダム

府県境
市町境

阪
急
伊
丹
線

阪神本線

河道拡幅・築堤

河道拡幅
河床掘削

河道拡幅・河床掘削
河道拡幅・築堤・河床掘削

河床掘削

河道拡幅・築堤・河床掘削

堤防強化

河道掘削

築堤・護岸整備・橋梁改築

矢板護岸耐震対策

河道拡幅

河床掘削

河床掘削・護岸整備
（尼崎市）

河道拡幅・河床掘削

避難に資するマップ等の
整備・充実・周知（池田市）

避難に資するマップ等の整備・充実・周知
（川西市）

避難行動に資する情報
発信・充実等（尼崎市）

立地適正化計画の見直し
（豊中市）

避難に資するマップ等の
整備・充実・周知（豊中市）

河道拡幅・築堤・
河床掘削

橋梁改築

防災活動拠点の整備

治山ダム
（大阪府）

森林整備
（能勢町）

森林整備
（豊能町）

治山ダム
（大阪府）

砂防堰堤等の整備
（大阪府）

治山ダム
（大阪府）森林の整備及び保全

（災害に強い森づくり）
（兵庫県）

砂防堰堤・治山ダムの整備
（兵庫県）

堰改築

河道掘削

堰改築

床固撤去

河道掘削・護岸整備

避難に資するマップ等の
整備・充実・周知（伊丹市）

砂防堰堤等の整備
（大阪府）

河道拡幅・築堤・
河床掘削

森林整備
（林野庁）

雨水貯留施設の整備
（池田市）

猪名川では、戦後最大洪水である昭和35年台風16号洪水の発生により、猪名川上下流部において甚大な被害が発生したこと等を踏まえ、以下の取り組
みを一層推進していくものとし、更に国管理区間においては、気候変動（２℃上昇時）を考慮した戦後最大洪水（昭和35年台風16号）の降雨量を1.1倍
とした洪水を安全に流下させることを目指す。
猪名川流域においては、昭和30年代以降の急激な市街化の進展に対し、流域が一体となった総合的な治水対策の取り組みを進めてきたが、気候変動の影
響に伴う降雨量や洪水発生頻度の変化という新たな課題や、流域の土地利用の変遷に伴う保水・遊水機能の減少等を踏まえ、将来に渡って安全な流域
を実現するため、特定都市河川浸水被害対策法（以下「法」）の適用を検討し、更なる治水対策を推進する。

淀川水系流域治水プロジェクト 猪名川分会【位置図】
～ 総合治水と流域治水による猪名川流域の治水安全度のさらなる向上 ～

■被害対象を減少させるための対策
  ・建物等の耐水機能の確保・維持（敷地の嵩上げ、電気設備等の上階設置）
・土地利用誘導（立地適正化計画の見直し等）
・法指定による浸水被害防止区域の指定 等

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・島の内地区の防災活動拠点の整備、堤防強化（堤防拡幅）等
・左門殿川、神崎川、庄下川の河道（河床）掘削、河道拡幅、築堤、橋梁改築、耐震対策等
・猪名川上流部（出在家地区・多田院地区等）及び中下流部の河道（河床）掘削、護岸整備、
堰改築・床固撤去、築堤、橋梁改築及び一庫ダムの暫定放流の解消
・一庫ダム及び箕面川ダムの事前放流等の実施・体制構築（関係者：国、兵庫県、大阪府、
水資源機構、土地改良区、川西市、伊丹市、尼崎市、池田市、阪神水道企業団など）

・下水道事業による雨水管渠の整備、老朽化対策、雨水ポンプ場の新設・増強、管渠施
設・処理場・ポンプ場の耐震化

・更なる流出抑制対策の雨水貯留浸透施設の整備、開発行為に伴う調整池の設置、ため
池等の治水利用

・森林整備・保全等の治山対策、砂防事業(堰堤)の推進による雨水・土砂・流木の流出抑
制対策

・法指定による雨水浸透阻害行為の規制、貯留機能保全区域の指定 等

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・ハザードマップの作成・周知等
・避難に資するマップ等の整備・充実・周知
・避難指示等による判断・伝達マニュアルの整備・発令支援
・避難行動に資する情報発信の充実等
・応急的な避難場所の確保
・要配慮者施設における避難行動の支援
・防災教育に関する講習会・避難訓練等の実施、防災広報の取組
・一庫ダムの効率的運用の検討
・流域タイムラインの作成・運用
・タイムライン（マイ・タイムライン、マイ避難カード、水害対応等）の作成・支援
・「局地的豪雨探知システム」の利活用推進とゲリラ豪雨対策アクションプラン
に基づく対策事例創出

・兵庫県住宅再建共済制度（フェニックス共済）への加入促進
・広域避難体制の構築、検討支援
・水防団（消防団）等による水防活動、水防活動の担い手確保及び支援、関係機関が
連携した水防訓練

・水防団や地域住民が参加する洪水に対しリスクが高い区間の共同点検
・庁舎や大規模工場等の自衛水防の推進
・氾濫水の排水計画と排水訓練の実施
・水位計・監視カメラ・簡易量水標の設置、監視体制拡充
・水害リスクマップを活用した立地適正化計画策定
・BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用等

防災活動拠点整備
（猪名川河川事務所）

※ ○○川 は、府県管理河川の代表的な箇所（河川）を示したものである。
※兵庫県は、総合治水条例(H24施行)に基づき、河川・下水道対策、流域対策、減災対策の取組を推進中である。
※具体的な対策内容については、主な対策を記載しており、今後の調査・検討により変更となる場合がある。
※他の事業者の計画も見直されれば、同様に反映する。
※新たな関係者にも広く参加を呼びかけることから、新たな関係者の計画も反映する。
※浸水リスクを示す浸水範囲については、リスクマップを公表している猪名川河川事務所管理区間のみを表示している。

兵庫県

大阪府

京都府

滋

奈良県

猪
名
川

藻
川

位置図

猪名川流域

高頻度（1/10）

中頻度（1/30）

中頻度（1/50）

低頻度（1/100）

低頻度（1/200）

想定最大規模

水害リスクマップ凡例

（現況・浸水深50cm以上）

凡 例
  猪名川流域治水プロジェクト対象範囲

大臣管理区間

堤防整備・堤防強化

河道掘削・樹木伐採・低水護岸

堰改築・床固撤去・橋梁補強・橋梁改築

ポンプ場の新設・増強

砂防事業（堰堤）等

  

雨水貯留施設整備
（池田市）

雨水管渠の整備
（川西市）

赤字黄色ハッチ：R5.3月時点からの更新事項
灰色ハッチ：対策完了

立地適正化計画
（豊中市）

マイ・タイムライン作成講座
（猪名川河川事務所・関係機関）

水防技術講習会
（兵庫県・市町・消防団等）

R6.3更新（2.0策定）



氾濫を防ぐ・減らす 被害対象を減らす 被害の軽減・早期復旧・復興

“量”
の強化

○気候変動を踏まえた治水計画
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞

・気候変動を考慮した河川整備計画に基づく
ハード対策

・雨水管理総合計画に基づくハード対策

○流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進
＜具体の取組＞
・流域水害対策計画に基づくハード対策

○あらゆる治水対策の総動員
＜具体の取組＞
・更なる貯留施設の検討
・更なるため池、「田んぼダム」、
雨水貯留浸透施設等の整備の検討

・森林の整備及び保全
・開発行為に伴う調整池の設置
（法指定により更なる規制の検討）

－

○気候変動を踏まえた治水計画
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞
・気候変動を考慮した河川整備計画に基づく
ソフト対策

・雨水管理総合計画に基づくソフト対策

○流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進
＜具体の取組＞
・流域水害対策計画に基づくソフト対策

○あらゆる治水対策の総動員
＜具体の取組＞
・ダムの効率的運用の検討

“質”
の強化

－

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・建物等の耐水機能の確保・維持
※敷地の嵩上げ、電気設備等の上階設置

・特定都市河川指定及び流域水害対策計画
に基づく土地利用や住まい方の工夫検討

・法指定による浸水被害防止区域の指定検
討

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・多段階の浸水想定図及び水害リスクマップを
活用した土地利用や住まい方の工夫

“手段”
の強化 － －

○インフラDX等の新技術の活用
＜具体の取組＞
・BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な
活用

淀川水系流域治水プロジェクト 猪名川分会

※特定都市河川の指定や流域水害対策計画の策定に向けた検討を実施し、更なる治水対策を推進。

R6.3更新（2.0策定）



京

都
府

大

阪
府

兵

庫
県

宝 塚 市

能 勢 町

猪名川町

豊 能 町

川 西 市

箕 面 市

池 田 市

伊 丹 市

尼 崎 市

豊 中 市

箕面川ダム

一庫ダム

阪
急
伊
丹
線

阪神本線

堰改築

水 生

●治水対策における多自然川づくり
・上下流の連続性確保に向けた簡易魚道の保全･改良
・水際環境確保に向けた水陸移行帯の保全及び湿地環境の保全

●自然環境の保全・復元などの自然再生
・動植物の生息環境確保に向けたレキ河原の保全
・簡易魚道の保全･改良、ワンド保全･再生

●自然環境が有する多様な機能活用の取組み
・小中学校などにおける河川環境学習、水環境パネル展の開催 等
・ヒメボタル幼虫調査、観察会の実施
・地域活動団体等と連携･協働した外来種であるアレチウリ駆除活動の実施
・地域協力団体と連携したアユの産卵場整備体験学習

再生前

【全域に係る取組】
地域のニーズを踏まえた賑わいの
ある水辺空間創出への連携･支援

再生後

餌場・繁殖地の創出

「河原環境・水陸移行帯の再生」整備イメージ

イカルチドリ カワヂシャ

凡 例

流域界

大臣管理区間

既設ダム(直轄)

治水メニュー

Gインフラメニュー

府県境

市町境

兵庫県

大阪府

京都府

滋

奈良県

猪
名
川

藻
川

位置図

整備前 整備後

簡易魚道設置

三ヶ井井堰

地域活動団体等と連携・協働
した外来種駆除活動

アレチウリ駆除活動

上下流の連続性確保に向けた
簡易魚道の改良

水際環境確保に向けた
湿地環境の保全

動植物の生息環境確保に向け
た簡易魚道の保全

動植物の生息環境確保に向けた
レキ河原の保全

河道掘削

堰改築

河道掘削

水際環境確保に向けた
水陸移行帯の保全

上下流の連続性確保に向けた
簡易魚道の改良

動植物の生息環境確保に向け
た簡易魚道の保全

淀川水系流域治水プロジェクト 猪名川分会【位置図】
～ 総合治水と流域治水による猪名川流域の治水安全度のさらなる向上 ～

●グリーンインフラの取り組み 『 多様な生物が生息する人々と連携した河川環境の回復 』

○ 近年の猪名川では、レキ河原の減少や湿地環境の減少、縦断連続性の分断による魚類生息域の減少などが進行し、生物の生息･生育･繁殖環境に大きな影響を及ぼしてい
る。一方、猪名川の自然環境は都市部に残された貴重な自然環境として人々に潤いを与えるとともに利用され、市民の関心も高くますますその重要性が認識されている。

○ 猪名川の中流部において、重要種であるイカルチドリ･カワヂシャ等が生息･生育可能な環境の保全･創出を図るため、今後概ね30年間でレキ河原の保全や簡易魚道の保
全･改良を行うなど、自然環境が有する多様な機能を活かすグリーンインフラの取組を推進する。

豊 能 町

アユの産卵場整備

ダム下流河川の淀み解消
と魚類等の生息場の造成

ダム下流の流量増による魚類
等の生息環境の改善

ダム湖内の在来魚の保全

ワンド保全･再生

水環境パネル展

地域への積極的な情報発信

いながわ体験フェスタ

人と自然の豊かなふれあい

愛護セミナー



短期 中期 長期

島の内地区の防災活動拠点の整備、堤防強化（堤防

拡幅）等
猪名川河川事務所

左門殿川、神崎川、庄下川の河道（河床）掘削、河道

拡幅、築堤、橋梁改築、耐震対策等

大阪府・兵庫県

尼崎市

猪名川上流部及び中下流部の河道（河床）掘削、護岸整

備、堰改築・床固撤去、築堤、橋梁改築及び一庫ダムの暫

定放流の解消

猪名川河川事務所

大阪府・兵庫県

一庫ダム及び箕面川ダムの事前放流等の実施・体制

構築

水資源機構

大阪府・兵庫県

下水道整備による浸水対策
大阪府

豊中市・伊丹市　等

流出抑制対策（調整池、ため池等）など
林野庁

大阪府・兵庫県　等

被害対象を減少

させるための対策 土地利用・住まい方の工夫
大阪府・兵庫県

豊中市・宝塚市

避難に資するマップ等の整備・充実・周知

猪名川河川事務所

大阪府・兵庫県

池田市　等

避難行動に資する情報発信・充実等
猪名川河川事務所

大阪府・兵庫県　等

レキ河原保全、水陸移行帯の保全、湿地環境の保全、

簡易魚道の保全・改良、ワンド保全・再生
猪名川河川事務所

河川環境学習・水環境パネル展の開催、ヒメボタル幼

虫調査・観察会の実施、アレチウリ駆除活動の実施、

アユの産卵場整備体験学習

猪名川河川事務所、河川レン

ジャー、神崎川水濁協猪名川分

会、河川協力団体

フラッシュ放流とダム下流への土砂還元の実施、

弾力的管理試験の実施、ダム湖内の外来魚を駆除
水資源機構

ダム上流河川でのアユの産卵場整備
一庫ダム水源地域ビジョン

推進協議会

工程

氾濫をできるだけ

防ぐ・減らすための対策

グリーンインフラの取組

被害の軽減、

早期復旧・復興のための対策

区分 対策内容 実施主体

雨水増補管の整備

（豊中市）

雨水ポンプ・幹線・管渠等の整備

（豊中市・池田市・尼崎市・伊丹市・川西市）

総合治水対策の強化

浸水・高潮・土砂災害ハザードマップの

集約した保存版の作成（豊中市）

森林整備・保全等の治山対策・砂防事業(堰堤)の推進による

、雨水・土砂・流木の流出抑制対策（林野庁・大阪府・兵庫県）

ため池等の雨水貯留浸透施設の整備・活用

（大阪府・兵庫県・池田市）

洪水等ハザードマップの作成・公表・周知・啓発

（大阪府・兵庫県・豊中市・池田市・尼崎市・伊丹市・川西市）

多様な情報発信手段の検討、整備

（尼崎市）

防災情報等の発信

（大阪府・兵庫県）

レキ河原保全、水陸移行帯の保全、湿地環境の保全、簡易魚道の保全・改良、ワンド保全・再生

河川環境学習・水環境パネル展の開催、ヒメボタル幼虫調査・観察会の実施、アレチウリ駆除活動の実施、アユの産卵場整備体験学習

雨水増補管の整備

（豊中市）

雨水ポンプ・幹線・管渠等の整備

（豊中市・池田市・尼崎市・伊丹市・川西市）

一庫ダム・箕面川ダムの

事前放流実施

一庫ダム・箕面川ダムの

事前放流実施

一庫ダム・箕面川ダムの

事前放流実施

防災活動拠点整備完成

大阪府（神崎川） 兵庫県（左門殿川、神崎川、庄下川） 尼崎市（庄下川）

猪名川下流部の

浸水被害軽減

猪名川上下流部 多田院地区等

島の内地区（下流部）

猪名川下流部 猪名川中下流部

気候変動対応

河道完成

島の内地区（下流部）

堤防強化（堤防拡幅）完成

川西市・池田市・豊中市・尼崎市

一庫ダム・箕面川ダムの

事前放流実施

一庫ダム暫定放流解消

浸水・高潮・土砂災害ハザードマップの

集約した保存版の作成（豊中市）

立地適正化計画の見直し（豊中市）

洪水等ハザードマップの作成・公表・周知・啓発

（大阪府・兵庫県・豊中市・池田市・尼崎市・伊丹市・川西市）

建物等の耐水機能の

確保・維持（兵庫県）

フラッシュ放流とダム下流への土砂還元の実施

弾力的管理試験の実施

ダム湖内の外来魚を駆除

ダム上流河川でのアユの産卵場整備

淀川水系流域治水プロジェクト 猪名川分会【ロードマップ】
～ 総合治水と流域治水による猪名川流域の治水安全度のさらなる向上 ～

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

○猪名川では、上下流・本支川の流域全体を俯瞰し、国、府県、市町が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推進する。
【短 期】猪名川上流部の兵庫県区間（多田院地区等）で築堤・護岸整備・橋梁改築を実施する。

 猪名川上流部の直轄区間上流（出在家地区）で河道掘削を実施し、戦後最大である昭和35年台風16号洪水を安全に流下させる河道整備を完成させる。
 猪名川と藻川に囲まれる島の内地区下流部において、水害リスクを軽減するための堤防強化（堤防拡幅）を完成させる。
 猪名川直轄区間については、昭和35年台風16号洪水の降雨量を1.1倍とした洪水を安全に流下させるための河道掘削に着手する。

【中 期】上下流バランスを確保しながら、河道掘削等を実施するとともに、猪名川と藻川に囲まれる島の内地区の堤防強化（堤防拡幅）を推進する。
【長 期】新たな知見を踏まえ、必要な調査や点検を実施し対策が必要となる区間について、堤防強化を実施する。

河道掘削等を推進し、昭和35年台風16号洪水の降雨量を1.1倍とした洪水を安全に流下させる。
○あわせて、都市河川である流域の特徴を踏まえ、下水道整備による浸水対策（雨水ポンプ増強等）･流出抑制対策（雨水貯留施設の整備等）の氾濫をできる

だけ防ぐ･減らすための対策、土地利用誘導の被害対象を減少させるための対策、避難に資するマップ等の被害軽減、早期復旧･復興のための対策を実施する。



銀橋狭窄部

川

河道掘削①
V=1.6万m3

堰改築③
N=1基

5か年 ュー    
整備計画(変更) ュー  

短期整備（５カ年加速化対策）効果 ： 河川整備率 約68％→約77％

猪名川直轄最上流端の出在家地区
の河道掘削により、戦後最大の昭和
35年8月洪水を安全に流下させると

ともに、河川整備計画の変更を経て、
更なる河道掘削を実施。

堤防強化④
L=0.59km

堤防強化③
L=0.32km

堤防強化⑤
L=9.94km

堰改築②
N=1基

橋梁保護
N=1箇所

河道掘削②
V=103万m3
（内30万m3）

堤防強化①
L=0.23km

堤防強化②
L=0.07km

堰改築①
N=1基

高頻度（1/10）

中頻度（1/30）

中頻度（1/50）

低頻度（1/100）

低頻度（1/200）

想定最大規模

浸水深0cm以上となる確率規模

市町境界

河川等範囲

対象となる洪水予報河川の区間

高頻度（1/10）

中頻度（1/30）

中頻度（1/50）

低頻度（1/100）

低頻度（1/200）

想定最大規模

浸水深0cm以上となる確率規模

市町境界

河川等範囲

対象となる洪水予報河川の区間

短期

【短期期整備完了時の進捗】
河道掘削
①出在家地区 河道掘削 30％
②猪名川中下流域 河道掘削 50％

堤防強化
①東園田地区（猪名川）堤防強化 100％
②東園田地区（藻川） 堤防強化 100％
③利倉西地区（猪名川）堤防強化 100％
④東園田地区（藻川）      堤防強化 100％

現状

※この図は、河川の長期計画 （河川整備基本方針）で計画対象としている１／ ００確率年の降雨及びその
降雨を１／１０，１／３０，１／５０，１／１００の確率年とした場合に想定される浸水範囲であり、河川整
備計画で目標とする降雨により想定される浸水範囲と一致しない場合がある。
※国直轄区間からの外水氾濫のみを想定したものであり、浸水範囲の軽減効果は、国の整備効果のみを反映し
ている。

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。
※短期整備効果における河川整備率は淀川水系全体の河川整備率を記載している。

淀川水系流域治水プロジェクト 猪名川分会【事業効果（国直轄区間）の見える化】
～ 総合治水と流域治水による猪名川流域の治水安全度のさらなる向上 ～

豊中市街地で中頻度
(1/50)の浸水が解消

島の内地区で中頻度(1/50)
の浸水範囲が減少

区分 対策内容 区間

工程

短期（R2～R7年） 中長期（R8～R33年）

氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策

河道掘削

①地区
（ ）
②地区

（ 名川中 ）

堰改築等

①地区
(上津島 )
②地区

（大井井堰）
③地区

（高木井堰）
橋梁

（ 戸 川橋梁 ）

堤防強

①地区
（ 田）
②地区

（ 田）
③地区

（ 倉 ）
④地区

（ 田）
地区

（島の内）

30%

100%

100%

100%

100%

100%

100%

100%

100%

50%

R5



氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 被害対象を減少させるための対策 被害の軽減、早期の復旧・復興のための対策

流下能力向上対策

河道掘削

猪名川下流部において、戦後最大
洪水である昭和35 年台風16 号洪水
の降雨量を1. 1倍とした洪水を安全
に流下させる河道整備を実施。

「第２次豊中市都市計画
マスタープラン」の「都市
空間の将来像」では、居
住・都市機能・産業の各
誘導ゾーンやバス路線
充実に向けた地域連携
網を設定し、居住の拡散
防止による利便性の高
い住環境の維持や事業
所の操業環境確保、生
活サービス機能の維持・
充実とともに、歩いて暮
らせる都市づくりに取り
組むものとしている。

都市 市

「都市空間の将来像」の実現のため、公
共交通網の活用や居住の誘導並びに都
市機能の誘導をめざす包括的な計画とし
て、豊中市立地適正化計画を平成30年
度に策定。令和2年6 月の都市再生特別

措置法の改正を受け、新たに防災指針を
定めるとともに、上位計画等との整合を
図りながら、令和5 年度に同計画を改定。

戸ノ内地区河道掘削（国土交通省）

※淀川水系全体の指標の数値を記載しています
※指標の数値は集計中のため変更の可能性があります。

大阪府と連携した要配慮者利用施設
避難確保計画の作成支援（池田市）

要配慮者利用施設における避難確保
計画の作成に向けた講習会を開催す
ることにより、未作成施設に対する支
援を行う。（令和5年9月末時点におい
て、全97施設が作成完了）
※洪水78施設、土砂災19施設

淀川水系流域治水プロジェクト 猪名川分会【流域治水の具体的な取組】
～ 総合治水と流域治水による猪名川流域の治水安全度のさらなる向上 ～

農地・農業用施設の活用 流出抑制対策の実施
立地適正化計画における

防災指針の作成
避難のための

ハザード情報の整備

（概ね５か年後）

高齢者等避難の
実効性の確保

山地の保水機能向上および
土砂・流木災害対策土砂・流木災害対策

戦後最大洪水等に対応した
河川の整備（見込）

（概ね５か年後）

整備率：７７％

（令和５年度末時点）（令和５年度末時点）

５１市町村

（令和４年度実施分）（令和４年度実施分）

２３８施設
（令和５年度実施分）（令和５年度実施分）

５４箇所

（令和５年度完成分）
※施行中 ７８施設

（令和５年度実施分）（令和５年度実施分）

（令和５年度完成分）

５施設

治山対策等の
実施箇所

砂防関係施設の
整備数 （令和５年７月末時点）（令和５年７月末時点）

１２市町村
（令和５年９月末時点）（令和５年９月末時点）

２６８河川

（令和５年９月末時点）

（令和５年９月末時点）

（令和５年９月末時点）

１２団体

洪水浸水想定
区域

個別避難計画

（令和５年９月末時点）（令和５年９月末時点）

966
（令和５年９月末時点）

966施設

（令和５年1月1日時点）

（令和５年９月末時点）

月1日時点）

49

（令和５年９月末時点）

日時点）

（令和５年９月末時点）（令和５年９月末時点）

日時点）

49市町

避難確保
計画 966966

14,904

施設966施設施設

14,90414,904施設

土砂

洪水

内水浸水想定
区域

R6.3更新（2.0策定）



気候変動に伴う水害リスクの増大

■気候変動に伴う水害リスク

■水害リスクを踏まえた各主体の主な対策と目標

＜現 ・気候変動考慮＞ ＜対策後＞

対策後

【目標①】気候変動による降雨量増加後の整備計画目標洪水に対する安全の確保

木 川、 部川、 川、名 川、 川、 川

○気候変動による降雨量増加後の河川整備計画規模の洪水が発生した場合、木 川上流域では浸水家屋数が約２ 戸になると想定され、

事業の実施により、浸水被害が解消される。（淀川水系河川整備計画はR3.8に、気候変動による降雨量増加を考慮して変更済み）

【目標①】

(上野地区)

KPI：浸水家屋数

約1,200戸⇒0戸

(名 地区)

KPI：浸水家屋数

約1,400戸⇒0戸

【目標③】 田地区における内水被害の軽減（1/10規模降雨の雨水出水による浸水被害を防止）

種別 実施主体 目的・効果 追加対策 期間

氾
濫
を
防

ぐ
・

減
ら
す

伊 市（下水道） 田地区の内水の排除 排水施設・ポンプ

国管理区間からの外水氾濫による浸水範囲・浸水 帯数

河道：R 末時点
外力：現行河川整備計画の目標流量（気候変動考慮）

河道：整備計画完了時点
外力：現行河川整備計画の目標流量（気候変動考慮）

上野地区 名 地区 上野地区 名 地区

種別 実施主体 目的・効果 追加対策 期間

氾
濫
を

防
ぐ
・

減
ら
す

国 計画規模洪水を安全に流下させる
概ね
30年

被
害

対
象
を

減
ら
す

名 市 立地適正化計画策定予定（R6） －

被
害
の
軽
減
・

早
期
復
旧
・
復
興

国
土地利用や住まい方の工夫の検討
及び水災害リスクを踏まえた防災まち

づくりの検討

多段階の浸水想定図（浸水頻度 の浸
水深図）及び水害リスクマップ（浸水深

の浸水頻度）の整備

－
気象庁 線 降水帯発生予 技術の活用

名 市、 置町、山
、 都府

マイタイムライン作成支援

R6.3更新（2.0策定）



■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
【土地の水災害リスク情報の充実】
・地 改変等のあった箇所の基 調査、水害リスク空 域の解消

【あらゆる機会を活用した水災害リスク情報の 】
・防災教育の実施、水害 の情報発信
・ポータルサイトにおける水害リスク情報の充実

【避難体制等の強化】
・避難指示に 目したタイムラインの策定 ・マイ・タイムラインの作成
・避難情報に 目した 数市町 を対象とした流域タイムラインの作成
・広域避難計画の策定 ・多機関連携 タイムラインの拡充
・ハザードマップの改良・周知・活用 ・まる とまち とハザードマップの整備
・内水ハザードマップの策定 ・システム等による危険度情報の発信
・避難指示等の判断・伝達マニュアルの整備 ・関係機関が連携した実動水防訓練の実施
・要配慮者利用施設における避難計画の策定及び避難訓練の促進 ・避難支援対策の整備
・水防団や地域住民が参加する水害リスクの高い箇所の共同点検
・水防活動の担い手となる水防団員や水防協力団体の 集・指定の促進

【関係者と連携した早期復旧・復興の体制強化】
・排水施設情報の共 ・排水手法等の検討、大規模水害を想定した排水計画の作成、排水ポンプ

出動要 の連 体制の整備、排水計画に基づく排水訓練の実施、水防拠点の検討 等

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
【洪水氾濫対策】
・河道掘削・拡幅、築堤、橋梁 、堰改築、川上ダム、上野 水地、バイパス水路、掘削 土受入地
の確保推進
【内水氾濫対策】
・下水道（雨水）管渠等の排水施設整備、内水排水ポンプ整備、雨水公共下水道事業の整備
【土砂災害対策】
・砂防堰堤、 流保全工の整備、地す り対策
【流水の貯留機能の拡大】
・川上ダムの整備、利水ダム等 ダムにおける事前放流等の実施、
  効果的な事前放流の実施（予 度向上や施設改良）、河川改修
に伴うダム運用改 、ダム再生の調査・検討、ダム湖の 砂除去

【流域の雨水貯留機能の向上】
・調整池の整備、田んぼ・ため池等の治水活用
・森林の整備・保全、治山 等

○近年の 雨や、気候変動による水害の激甚化・頻発化に備え、淀川流域
において、あらゆる関係者が して流域全体で水害の軽減を図る。

淀川水系流域治水プロジェクト 川上流分会【位置図】
～淀川の水と が組み合う流域治水対策～

■被害対象を減少させるための対策
【水災害ハザード リアにおける土地利用・住まい方の工夫】
・土地利用誘導（災害危険区域の指定など）
・災害危険区域や建築制 の指定を受けた区域の整備（立地適正化計画策定事業など） 等

【まちづくりでの活用を視野にした土地の水災害リスク情報の充実】
・水害リスクマップの作成

の地域おこし協力 （森林保全）

山 の避難行動タイムラインの作成

5.3時点○木 川上流域では、 年の豪雨や、気候変動による水害の 化・頻発化に備え、以下
の取り組みを一 推進していくものとし、国管理区間においては、気候変動の 等を踏ま
え、これまでの目標洪水の降雨量1.1倍以上とした洪水を安全に流下させることを目指す。

布目ダム

室生ダム

青
蓮
寺
ダ
ム

比
奈
知
ダ
ム

川上ダム

高
山
ダ
ム

京 都 府

滋 賀 県

三 重 県

奈 良 県

名張川

青
蓮
寺
川

布
目
川

服部川

木津川

宇陀市

南山城村
笠置町

曽爾村

御杖村

山添村

伊賀市

名張市

津市

森林の整備・保全等
【 県】

河道内 の 土砂の除去
【 良県】

防災 ードマップ作成及び全
（土砂災害 区域・浸水想定区域）

た 池の治水活用
【山 】

施 置林整備事 等による
森林整備【山 】

森林の整備・保全等
【京都府】

例による 開発
調整池設置の 務化

【京都府】

雨水 下水道事
【伊 市】

森林保全
【 】

森林保全
【 】

水施設 適整備
想の策定【山 】

滝川ダム

森林の整備・保全等
【 良県】

土砂の除去
【 県】

凡 例

砂防事業

堤防整備

ダム事業

大臣管理区間

水 林造成事 による森林の整備・保全
【森林整備 ンター】

上津ダム

真泥ダム

宮奥ダム

都府

大阪府

県

良県
三 県

木 川上流域

堰改築、築堤・護岸 、掘削
【 県】

掘削、 イパ 水 整備
【 良県】

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討により変更となる場合があります。
※他の事業者の計画も見直されれば、同様に反映します。
※新たな関係者にも広く参加を呼びかけることから、新たな関係者の計画も反映します。
※浸水リスクを示す浸水範囲については、リスクマップを公表している 川上流河川事務所管理区間のみを

表示している。

氾濫をできるだけ防ぐ・
減らすための対策

被害の軽減、早期復旧・
復興のための対策

ダム再生の調査・
【水資 機 】

河道掘削

上野遊水地

築堤・河道掘削

築堤

築堤・河道掘削

築堤・河道掘削

河道掘削

河道掘削（拡充）

堤防整備（拡充）

内水 水 ンプ整備
【伊 市】

森林整備
【 置町】

機管理 水位計、簡易
河川 メラの設置

【 県】

水害リ マップ作成
【 】

マイタイムライン作成支援
【名 市、 置町、 山 、

山 、京都府】

まる とま と ードマップ整備
【名 市、 置町、山 、京都府】

上野遊水地

築堤・河道掘削

南山城村
笠置町

青
蓮
寺
川

青
蓮
寺
川

築堤・河道掘削

掘削 土 地の確保
【山 】

築堤・河道掘削

田 、た 池の治
水活用【名 市】

ッチ 動後に想定 る水害リ に対する 対策

域避難計画の策定
【 置町、 山 】

R6.3更新（2.0策定）



氾濫を防ぐ・減らす 被害対象を減らす 被害の軽減・早期復旧・復興

“量”
の強化

○気候変動を踏まえた治水計画への見直し
＜具体の取組＞

・気候変動を考慮した河川整備計画に基づく
ハード対策

○役割分担に基づく流域対策の推進
＜具体の取組＞

・内水排水ポンプ整備
・田んぼ・ため池の治水活用
・森林の整備・保全、治山 ―

○気候変動を踏まえた治水計画への見直し
＜具体の取組＞
・気候変動を考慮した河川整備計画に基づくソフト対策
・マイ・タイムラインの作成
・多機関連携型タイムラインの拡充
・水位計・監視カメラ・簡易量水標の設置

○役割分担に基づく流域対策の推進
＜具体の取組＞

・自主防災会や自治会、行政に対して、災害への備えの講
演やアドバイスを実施

・小中学校等における水災害教育や土砂災害教育の実施
・メディア出演による防災啓発と広報活動
・関係機関が連携した実働水防訓練の実施
・防災訓練の実施

“質”
の強化

○多面的機能を活用した治水対策の推進
＜具体の取組＞
・効果的な事前放流の実施（予測精度の向上）操
作規則・実施体制の構築

・河川管理施設の長寿命化・防災拠点整備、重要
施設の移転

・木津川水系に流入する土砂流出抑制による土
砂・洪水氾濫対策

○溢れることも考慮した減災対策の推
進
＜具体の取組＞

・災害危険区域や建築制限の指定を受
けた区域の整備

・立地適正化計画の策定
・避難路、避難場所の安全対策の強化
・土砂災害警戒区域等の指定

―

“手段”
の強化 ― ―

○インフラDX等の新技術の活用
＜具体の取組＞

・線状降水帯の発生を知らせる「顕著な大雨に関する気象
情報」を予測技術を活用

淀川水系流域治水プロジェクト 木津川上流分会 R6.3更新（2.0策定）



● 力ある水辺空間・賑わい創出
・地域の ・ 化に した河川 観の保全
・名 かわま づくり
・ ズ リン の実施

布目ダム

室生ダム

青
蓮
寺
ダ
ム

比
奈
知
ダ
ム

川上ダム

高
山
ダ
ム

京 都 府

滋 賀 県

三 重 県

奈 良 県

木津川

名張川

青
蓮
寺
川

布
目
川

宇陀市

南山城村
笠置町

曽爾村 御杖村

山添村

伊賀市

名張市

津市

京 都 府

凡 例

砂防事業

河川事業等

ダム事業

大臣管理区間

河道掘削

・河道掘削

築堤・河道掘削

築堤・河道掘削

生物の多様な生 環境の保全・再生

生物の多様な生 環境の保全・再生
( ン ウウ の生息環境に )

築堤

サンショウウ に 表される
地域特 の自然環境を保全

【全域に係る取組】
・地域のニー を踏まえた わいのある水 空間創出への連携・支援
・土砂動 などを するための 的なモニタリング
・生 系にも配慮した総合土砂管理の検討

●自然環境が有する多様な機能活用の取組み
・ を活用した除
・ 等に活用 る ールの
・小中学生による水生生物調査
・河川レン ー 度を活用した環境学習
・水辺の 校を活用した環境学習

●治水対策における多自然川づくり
・上下流の連続性の 復
・ 水地と本川の連続性の 復
・生物の多様な生 環境の保全・再生
・ 川上流多自然川づくり全体計画による河川環境の保全

※具体的な対策内容に いては、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

水地と本川の連続性の 復

生物の多様な生 環境の保全・再生

地域の ・ 化に した
河川 観の保全

名 かわま づくり

上下流の連続性の 復

等に活用される
ロールの配

水生生物調査・環境学習

を活用した除
名 かわまちづくり

水の感触を肌で感じる
せせらぎ水路新緑の山並みと季節を

愛でる桜並木

連 性の確保（高 井堰）

生物の多様な生 環境の保全・再生 水地と本川の連 性の回復
（ 田魚道）

淀川水系流域治水プロジェクト 川上流分会【位置図】
～淀川の水と が組み合う流域治水対策～

●グリーンインフラの取り組み 『淀川の水と が組み合う流域治水対策』
○ 川上流部の一部は 生 目 国定公 に位置し、国の特 然記 物であるオオ ンシ オの生息が確認されている。また、 や 目 等の

地が点在し、豊かで多様な動 物が息づき良 な が 成されている等、 川上流域は次世代に引き ぐ き豊かな自然環境が多く存在している。

○ 川上流域においては、多様な水生生物が生息・繁殖可能な河川環境を目標に、今後概ね３０年間で、河道掘削にあわせ「オオ ンシ オ等の生育環境を保全
する」など、自然環境が有する多様な機能を活かすグリーンインフラの取組を推進する。



区分 対策内容 実施主体 短期 中期 長期

氾濫をできるだけ防
ぐ・減らすための対策

名 川の河道（河床）掘削、 堤、築堤、橋梁 等による洪水氾濫対策
水防拠点の検討

国土交通省

名 川、 川、 川、町並川、山田川等の河道（河床）掘削や築堤、
地下バイパス水路、樹木伐採・ 積土砂撤去等による洪水氾濫対策

国土交通省、三 県、 良県

木 川、 部川、 川等の河道（河床）掘削や樹木伐採・ 積土砂撤去、
水池の整備等による洪水氾濫対策

国土交通省、三 県、 都府

下水道（雨水）管渠等の排水施設整備、内水排水ポンプ整備、雨水公共下
水道事業の整備

伊 市

砂防堰堤工、 流保全工の整備、地す り対策 国土交通省、三 県、 良県

川上ダムの整備、利水ダム等 ダムにおける事前放流等の実施、 効果的
な事前放流の実施（予 度向上や施設改良）、ダム湖の 砂除去、河川
改修に伴うダム運用改 、ダム再生の調査・検討

林水産省、水資源機構

調整池の整備、田んぼ・ため池等の治水活用、森林の整備・保全、治山
等

林水産省、三 県、 都府、 良県
名 市、山 、 、 、森林整備センター

被害対象を減少させ
るための対策

土地利用誘導（災害危険区域の指定など）、災害危険区域や建築制 の指
定を受けた区域の整備（立地適正化計画策定事業など） 等

名 市 等

被害の軽減、早期復
旧・復興のための対
策

水害リスク情報の空 域の解消等による土地の水災害リスク情報の充実 国土交通省、三 県、 都府、 良県

防災教育の実施等によるあらゆる機会を活用した水災害リスク情報の 国土交通省、水資源機構、三 県、 都府、 良県

避難指示に 目したタイムラインの策定、マイ・タイムラインの作成等による
避難体制等の強化

全ての主体

大規模水害を想定した排水計画（ ）の作成等による関係者と連携した早
期復旧・復興の体制強化

国土交通省、三 県、 都府、 良県

グリーンインフラの
取組

は次 ージ

 川上流域では流域全体を俯瞰し、国、府県、市町 等が一体となって、以下の手順で「流域治水対策」を推進する。
【短   期】 治水安全度を着実に向上させるため、川上 ムと名 川 田地区引堤を完成させる。
【中 期】 川上流域で人 資 が 中する ・名 ・ 市街地において、河道掘削及び堤防整備等を推進する。
【長 期】 気候変動を踏まえた更なる対策を推進し、河道掘削や堤防整備等により 川上流域の安全度向上を図る。

また、河川改 のストック効果の最大化により、 ムの運用改 等に取り組 。
 あわせて、水防 点整備や管理施設の長 命化対策等を実施する。

雨が頻発・激甚化する中、市街地の浸水被害を防ぐ内水被害軽減対策としてポンプ場の整備、ため や田 ぼ等の活用に取り組 。
   大規模な浸水被害から人命や資 を守るため、 保全等の流出抑制策に取り組 。

淀川水系流域治水プロジェクト 川上流分会【ロードマップ】
～淀川の水と が組み合う流域治水対策～

川上ダム完成
（水資源機構）

木 川上林・上神戸
工区完成（三 県）

名 川 田地区 堤
完成（国土交通省）

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

大戸川 田排水機
場の整備（伊 市）

R6.3更新（2.0策定）



区分 対策内容 実施主体 短期 中期 長期

グリーンインフラの
取組

生物の多様な生育環境の保全・再生 国土交通省

遊水地と本川の連続性の回復 国土交通省

上下流の連続性の回復 国土交通省

木津川上流多自然川づくり全体計画による河川環境の保全 国土交通省

地域の歴史・文化に配慮した河川景観の保全 国土交通省

名張かわまちづくり 国土交通省

ミズベリングの実施 国土交通省

地域のニーズを踏まえた賑わいのある水辺空間創出への連携・支援 国土交通省

民間活力による河川環境保全及び地域活性化への支援
国土交通省

環境学習関係
国土交通省

オオサンショウウオの生育環境に配慮 国土交通省

外来魚駆除による河川環境の保全
国土交通省

土砂動態などを把握するための継続的なモニタリング 国土交通省

生態系にも配慮した総合土砂管理の検討 国土交通省

淀川水系流域治水プロジェクト 木津川上流分会【ロードマップ】
～淀川の水と緑が組み合う流域治水対策～

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。



淀川水系流域治水プロジェクト 川上流分会【事業効果（国直轄区間）の見える化】
～淀川の水と が組み合う流域治水対策～

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

短期整備（５カ年加速化対策）効果 ： 河川整備率 約68％→約77％

現在 用している上野 水地、川上ダム建設事業のR4完了、木 川支川 部川の三田地区の 堤整備のR7完了、 き き 部川河道掘削等の推進
により、 部川、 川合流部の資産集中地区において戦後最大である昭和28年台風13号規模洪水を安全に流下させることが可能。

上野遊水地

①三田地区
門築 N=1基

④上野地区
河道掘削等
V=146万m3
(内53万m3)

③島ケ原地区
河道掘削等
V=8万m3

① 市地区
築堤
L=1.2
河道掘削等
V=9万m3

②大河原地区
築堤
L=1.0
河道掘削等
V=19万m3

④三田地区
築堤 L=0.4km

①三田地区
堤 L=0.3km

水門築 N 1基
橋梁 N 1橋

③島ケ原地区
築堤
L=0.2km

②上野地区
橋梁 ・補強 N=3橋
堰改築N=1基

現状 短期
【短期期整備完了時の進捗】
築堤
③島ヶ原地区 築堤 100％
④三田地区 築堤 100％

堤
①三田地区 堤 100％

門
①三田地区 門 100％
河道掘削
④上野地区 河道掘削 34％
橋梁 ・
①三田地区 橋梁 ・ 67％

① 有市地区
（木津川)
② 大河原地区
（木津川)
③ 島ヶ原地区
（木津川)
④ 三田地区
（柘植川)

引堤
① 三田地区
（服部川)

樋門
① 三田地区
（柘植川)
① 有市地区
（木津川)
② 大河原地区
（木津川)
③ 島ヶ原地区
（木津川)
④ 上野地区
（木津川）

① 三田地区
（伊賀上野橋）

② 上野地区
（岩倉橋他2橋、小田新井堰）

工程
中期(R8~R15年） 長期（R16～R34）短期(R2~R7年）

橋梁延伸・架
替・補強、堰改

築

築堤

対策内容 区間

関連事業

河道掘削等

氾濫をで
きるだけ
防ぐ・減
らすため
の対策

区分

▼川上ダム完成(R4)

100％

100％

100％

100％

100％

100％

100％

100％

100％

100％

100％

100％

三田地区の高頻度の浸水が解消

中頻度の浸水が解消

短期整備効果における河川整備率は淀川水系全体の河川整備率を記載している。

※この図は、河川の長期計画 （河川整備基本方針）で計画
対象としている１／１５０確率年の降雨及びその降雨を１／
１０，１／３０，１／５０，１／１００の確率年とした場合
に想定される浸水範囲であり、河川整備計画で目標とする降
雨により想定される浸水範囲と一致しない場合がある。
※国直轄区間のからの外水氾濫のみを想定したものであり、
浸水範囲の軽減効果は、国の整備効果のみを反映している。



よ
淀川水系流域治水プロジェクト 川上流分会【事業効果（国直轄区間）の見える化】

～淀川の水と が組み合う流域治水対策～

短期整備（５カ年加速化対策）効果 ： 河川整備率 約68％→約77％

田地区 堤事業（旧堤撤去 む）完了させ名 市街地の水位を約 低下させ 水を回避させるとともに、 町・ 町地区 堤事業を推進すること
で、名 市街地の治水安全度をさらに向上。

① 町・ 町地区
  堤 L=1.1km
  門築 N=2基

①高 井堰
N=1基

④ 川地区
  河道掘削等
  =1万m3

③ 川地区
   築堤(左岸） L=1.0 m
   築堤( 岸） L=0.5km

①広 地区
築堤（左岸）
L=1.0km

① 町・ 町地区
   堤 L=0.9km
   門築 N=3基

② 田地区
   堤 L=1.0km
   橋梁 N=1橋
   橋梁 N=1橋
   門築 N=1基

②大屋戸・ 地区
築堤(左岸） L=1.8km
築堤( 岸） L=0.7km

①大屋戸・ 地区
河道掘削等 V=2万m3
② 町地区
  河道掘削等 V=7万m3

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

現状 短期

① 朝日・南町地区
（名張川）

② 黒田地区
（名張川）

① 広瀬地区
（名張川）
② 大屋戸・夏秋地区
（名張川）
③ 宇陀川地区
（宇陀川）
① 大屋戸・夏秋地区
（名張川）
② 朝日町地区
（名張川）
③ 青蓮寺川地区
（青蓮寺川）
④ 宇陀川地区
（宇陀川）

井堰
① 高岩地区
（名張川）

短期(R2~R7年）
工程

河道掘削等

氾濫をでき
るだけ

防ぐ・減ら
すための対

策

引堤

築堤

区分 対策内容 区間

関連事業

長期（R16～R34）中期(R8~R15年）

100％

100％

100％

100％

100％

100％

100％

100％

100％

100％

【短期期整備完了時の進捗】
堤

① ・ 町地区 堤 25％
② 田地区 堤 100％

名 市街地で高頻度の
浸水 リアが減少

短期整備効果における河川整備率は淀川水系全体の河川整備率を記載している。

※この図は、河川の長期計画 （河川整備基本方針）で計画対象
としている１／１５０確率年の降雨及びその降雨を１／１０，１
／３０，１／５０，１／１００の確率年とした場合に想定される
浸水範囲であり、河川整備計画で目標とする降雨により想定され
る浸水範囲と一致しない場合がある。
※国直轄区間のからの外水氾濫のみを想定したものであり、浸水
範囲の軽減効果は、国の整備効果のみを反映している。

③ 川地区
   河道掘削等 V=0.5万m3 



伊 市と国土交通省合同による災害対策用機 操作訓練の実施
【伊 市、木 川上流河川】

治水、防災に関する出前講 の実施【 伊山系砂防】

淀川水系流域治水プロジェクト（ 川分会）【流域治水の具体的な取組】
～淀川の水と が組み合う流域治水対策～

氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 被害の軽減、早期の復旧・復興のための対策

名 市マイ・タイムライン講習会の開催【名 市、木 川上流河川】

河道拡幅や掘削等により、流下能力の
向上を図り、治水安全度を向上させる。

砂防堰堤、 工等の整備により、土砂災害の被害を軽減させる。

川上ダムの整備により、伊 市の治水安全
度を向上させる。

※指標の数値は集計中のため変更の可能性があります。
※淀川水系全体の指標の数値を記載しています。

農地・農業用施設の活用 流出抑制対策の実施 立地適正化計画における
防災指針の作成

避難のための
ハザード情報の整備

（概ね５か年後）

高齢者等避難の
実効性の確保

山地の保水機能向上および
土砂・流木災害対策土砂・流木災害対策

戦後最大洪水等に対応した
河川の整備（見込）

（概ね５か年後）

整備率：７７％

（令和５年度末時点）（令和５年度末時点）

５

（令和５年度末時点）（令和５年度末時点）

５５１市町村

（令和４年度実施分）（令和４年度実施分）

２３８施設
（令和５年度実施分）（令和５年度実施分）

５４
（令和５年度実施分）（令和５年度実施分）

５４５４箇所

（令和５年度完成分）
※施行中 ７８施設

（令和５年度実施分）（令和５年度実施分）

（令和５年度完成

５

（令和５年度実施分）（令和５年度実施分）（令和５年度実施分）

分）

（令和５年度実施分）（令和５年度実施分）（令和５年度実施分）

完成分）

５施設

治山対策等の
実施箇所

砂防関係施設の
整備数

（令和５年７月末時点）（令和５年７月末時点）

１２

月末時点）（令和５年７月末時点）

１２市町村 （令和５年９月末時点）（令和５年９月末時点）

２６８河川

（令和５年９月末時点）

（令和５年 月末時点）

年９月末時点）

１２
月末時点）

月末時点）

月末時点）

１２団体

洪水浸水想定
区域

個別避難計画

（令和５年９月末時点）（令和５年９月末時点）

966
（令和５年９月末時点）

966施設

（令和５年1月1日時点）

（令和５年９月末時点）（令和５年９月末時点）

1月1日時点）

49

（令和５年９月末時点）

日時点）

（令和５年９月末時点）（令和５年９月末時点）

日時点）

49市町村

避難確保
計画 966966

14,904

施設966施設施設

14,90414,904施設

土砂

洪水

内水浸水想定
区域

名 川改修【木 川上流河川事務所】

砂防堰堤【 伊山系砂防事務所】

川上ダムの整備【水資源機構】

被害対象を減少させるための対策

＜防災指針に位置づける取組例＞
[ハード]
・河川改修（名 かわまちづくり一体 浸水対策事業）
・狭あい道路整備 等
[ソフト]
・防災知 の 及啓発、防災教育
・避難確保計画の作成・検 等

令和 年度に立地適正化計画（ ）を策定し、パ リック メント
を実施ハザード リア内の居住誘導区域の設定に伴い防災指針を
定めて災害リスクの回避や除去・低減に取り組むとともに市民一人
とりが防災 の高いまちを構築していく【R6.6策定予定】

～名 地区のハザード情報～

木 川（指定区間）大規模
特定河川事業【三 県】

町並川地下バイパ
スの整備【 良県】

地下河川（バイパス河
川）整備により、豪雨に
よる浸水被害を軽減さ
せる。

急 地 対策事業【三 県】

河川災害や土砂災害の種

、メカニ ム、ハザード

マップでの避難所の確

を通 て自助力向上を図

る。

国土交通省と伊 市の

連携を深めることを目的

に 年実施。災害発生

時に な対応ができる

体制を確立。

流域治水の 、 要

性に対する流域関係者

の理解と協力を める

働きかけを実施。

名 立地適正化計画の策定【名 市】

R6.3更新（2.0策定）




